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1 学校の理念、教育目標 

 

教育理念 教 育 目 標 

●「敬心学園の理念（他人を敬い自らを律し、人々の心をもっとも大切に

します）に基づき、人とのつながりをもち、かつ、物事を冷静にとらえ、

思考、判断することができる（「温かい心と冷静な頭」Warm heart Cool 

head）保育者の育成を通し、社会の宝である子どもの育ちと持続可能な社

会の構築に貢献する。 

 

●本校のビジョン、ミッションは 

「すべての子どもが幸せになる社会を作る」である。 

本校はそのビジョン、ミッションを 

 

１，目の前の子どもを常に理解しようとする 

２，子どもの姿をよく観て成長を支えることができる 

３，子どものワクワクドキドキに共感し、遊ぶ環境を作ることができる 

４，子どもとともに自身も生涯成長することができる  

 

保育者を養成することで達成していくものである。 

 

 

●保育や福祉の現場で必要とされる「保育士の基礎力＝6 つの力」を学生が

身につけることができるように支援する。（6つの力とは①職業に対する理

解②社会人としての基本③他者とかかわる力④社会の動きに関心を持ち

学び続ける力⑤主体性/素直/思いやり⑥専門的知識・技術をいう。） 
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2 本年度の重点目標と達成計画 

令和 5年度重点目標・達成計画・取組方法 年度末点検・達成状況 

保育士養成のリーダー校としてさらに魅力度を増す 

１，学生募集戦略：集中戦略 

教育の内容がしっかり外発信できているか検証し、以下の三つの柱がし

っかり伝わる広報体制を作る 

◇柱１：デュアル教育実践校（差別化：関東で唯一） 

◇柱２：認定絵本士が取れる（差別化：関東の専門学校で二校） 

◇柱３：学び方の選択肢が、他校より充実 

２，組織戦略：教学マネジメント体制の整備・強化 

・教育の質向上を目的とした教務体制の強化 

・デュアル教育に関するルーブリック評価の進展したバージョン（ICT化

も含め）を「保育現場での活動」で実施 

・タブレット端末を用いた授業検討→R6に先行導入へ 

・認定絵本士講座の授業内容の可視化と将来を見据えた教員の確保 

３，事務局組織 

・令和 4年度に実行したものを実装化・学校の資産化へ 

・教務グループ主導による児教専の教育スタイルの可視化 

・入試広報グループによる上記内容の HPやパンフレットでの可視化 

・就職グループ主導による連携企業先への就職斡旋数向上 

・学務グループによる管理強化やサポートでの中退抑止 

４，教員組織 

令和 4年度に任命実行したものを学校の資産化へ 

・学生募集・教学マネジメントに関し教職員の協働が進む 

・産学連携の深化・互いの信頼関係が進み提案しあえる関係になる 

授業外の業務に関して教員も積極的に取り組むようになる 

５，附帯教育 

・現任の保育士に対するリカレント教育を現在の人員でできる範囲で実

施 

保育士養成のリーダー校となるべく重点目標に沿い以下の活動を行った。 

 

１．学生募集に関しては 3つの柱を打ち出し、広報活動に努めた。三本柱が本

校の特色となっていることは学内外でだいぶ浸透してきてはいるが、定員

未達（定員 240 名のところ 183 名の入学者）となっており、教学の魅力の

内容や広報活動の在り方を含め、課題感が残った。 

 

２、改めて本校の目指す方向性としてビジョン/ミッション/バリューを教職

員全員に共有した。浸透にはまだ時間がかかると思われるが、学校の目指す

べき方向性を改めて明確に示した。 

 教学マネジメントによる教育の質向上としての成果としては①「担任業務

の手引き」の作成②「人材育成構想図」（カリキュラムマップ）の完成③「保

育実習」における中間振り返りの実施④ルーブリック評価のバージョンア

ップを目指したワーキンググループの発足⑤「保育現場での活動」における

ステップバイステップ（ふりかえりシステム）の全学科実施などがあげられ

る。各委員会や実習担当の教職員の共同成果と言える。 

 

３、事務局組織に関しては、教務グループに関しては teams を用いた授業運

営の補助や情報共有仕組みづくりが進んだ。また次年度に向けてハイフレ

ックス授業の準備にも取り組んだ。入試広報グループでは HPのリバイスや 

 SNS発信の仕組みづくりが進んだ。就職グループは連携企業先の拡大や就職

フェアの工夫など進展があった。 

４、教員組織に関しては、職員との協同の「チーム担任制」が実施され、学生

支援に対しより前向きな動きを取ることができた。教学マネジメントを通

して、委員会を横断し議論が行われ「担任業務の手引き」「人材育成構想図」

などの成果につながった。 

  

５，付帯教育に関して今年度は体制面での点から見送った。 
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3評価項目別取組状況 
 

基準１ 教育理念・目的・育成人材像 

 

 

総括と課題 今後の改善方策 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

１， 改めて本校の教育理念、教育目標をより明確に

し、学校として同じ方向を向いて進むために、

ビジョン,ミッション,バリューを定め、全体会

等で発信した。しかしまだ教職員をはじめ学生

にも浸透していない状態である。（＊ビジョン,

ミッションについては上記「学校の理念・教育

目標」にて内容掲載）また本校の大事にしたい

バリューとして 

１，遊び心を持ち楽しく仕事をする 

２，自身の思い込みや固定観念に捉われること

なく、フラットな気持ちで人の話を聴く 

３，自分の考えを相手にしっかり伝える 

４，自身を省み、自律に努める 

５，新しいことに果敢にチャレンジする 

をあげ、教職員がともに相互成長できる組織を

目指すとした。組織改革の第一歩を踏み出した

ところである。 

 

２．教学マネジメント体制は 2年目を迎え、委員会

によっては積極的な提案や、また委員会同士の共

同による成果物の作成など進展が見られた。一方

で委員会活動が本校の教学の魅力に結び付くま

では継続した活動が必要である。 

 

１． 現在ビジョン,ミッション,バリューに関して

は浸透を図るために、ビジョンを学内に掲示

し、オリエンテーションや入学式などでもその

内容に触れるなどしている。今後も学生に対し

ては、コミュニケーションの授業で取り上げる

など、より深く理解を図るために機会を作る必

要がある。また教職員に対しても、会議や書面

での周知はしているものの、表面的な理解にと

どまっている状態である。教職員全員参加の全

体会で、グループワークを行う。 

 

２．教学マネジメント委員会はさらに活性化するた

めにも、メンバーの再編を行う。職員に関しては

通常業務に近い委員会に割り振られているメン

バーがいる一方、日ごろの業務から離れて違う領

域の委員会に入った職員がほかの部署の業務理

解や、新たな発想で積極的に活動した例もあっ

た。次年度は、そのような視点でメンバー構成を

していく。 

・特になし 
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1-1 （1/2） 

1-1 理念・目的・育成人材像 

 

小項目 チェック項目 評定 現状の取組状況 課   題 今後の改善方策 参照資料 

1-1-1 理念・目的・ 

育成人材像は定

められているか 

 

■理念に沿った目的・育成人

材像になっているか 

■理念等は文書化するなど

明確に定めているか 

■理念等において専門分野

の特性は明確になっている

か 

■理念等に応じた課程(学

科）を設置しているか 

■理念等を実現するための

具体的な目標・計画・方法を

定めているか 

□理念等を学生・保護者・関

連業界等に周知しているか 

□理念等の浸透度を確認し

ているか 

■理念等を社会の要請に的

確に対応させるため、適宜見

直しを行っているか 

 

 

 

3 ・「6 つの力」を獲得した

い人材像と具体化され

ている。 

・教育目標である「6 つの

力」は専門分野の特性

を踏まえている。 

・理念を実現するために

必要な教学マネジメン

ト体制の具体的な目標

を定めている。 

・HPでの周知、校内に「6

つの力」のポスター掲

示などを行っている。 

・社会の要請に対応する

ために教育課程編成委

員会を設置している。 

・教育理念や教育目的の

周知が教職員をはじめ

学生,関連業界などに

対しても十分でない。 

・学校関係者評価委員会、

教育課程編成委員会に

おいて学校の理念や教

育目標の浸透が十分で

ないため、議論が不十

分なところがあり、見

直しが図れるところま

で達していない。 

・各教職員の本年度の自

己の業務の目標設定を

教育目標や重点課題に

より引き付け、なおか

つ具体的な目標となる

よう設定する。 

 

 

・学則 

・学校パンフレッ

ト 

・学校ＨＰ 

 

1-1-2 育成人材像

は専門分野に関

連する業界等の

人材ニーズに適

合しているか 

■課程(学科)毎に、関連業界

等が求める知識・技術・技能・

人間性等人材要件を明確に

しているか 

■教育課程・授業計画(シラ

バス)等の策定において、関

連業界等からの協力を得て

いるか 

3 ・関連業界等が求める知

識・技術・人間性等人材

要件はある程度明確に

なっている。 

・教育課程・授業計画（シ

ラバス）等の策定の一

部、（特にデュアル教育

に関する部分）では協

力を得ている。 

・教育課程や授業計画の

策定に関して継続的な

協力体制を維持してい

く。 

・法人連携を強め、業界ニ

ーズを深く把握し、ニ

ーズに合った人材輩出

を目指す 

 

・教育課程編成委員会、学

校関係者評価委員会の

活性化を継続しなが

ら、より具体的な意見

をいただくようにす

る。 

・教育課程編成委

員会議事録 
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1-1 （2/2） 

小項目 チェック項目 評定 現状の取組状況 課   題 今後の改善方策 参照資料 

1-1-2 続き ■専任・兼任(非常勤)にかか

わらず、教員採用において、

関連業界等から協力を得て

いるか 

■学内外にかかわらず、実習

の実施にあたって、関連業界

等からの協力を得ているか 

■教材等の開発において、関

連業界等からの協力を得て

いるか 

4 ・教員採用、実習実施にお

いても、関連業界等に相

談、要請をし、講師の推

挙、実習受け入れ等の協

力を得ている。 

・デュアル教育「保育現場

での活動」等では連携を

強化している企業・団体

において多くの協力を

得ている。 

 

 

・デュアル教育実施のた

めの DX推進と評価項目

の作成が必要であり、

関連業界の協力が必要

となる。 

・作成した評価項目を実

証していただく関連企

業を開拓。 

・「現場連携会議」

議事録 

・教育課程編成委

員会議事録 

1-1-3 理念等の達

成に向け特色あ

る教育活動に取

組んでいるか 

■理念等の達成に向け、特色

ある教育活動に取組んでい

るか 

■特色ある職業実践教育に

取組んでいるか 

4 ・現場との連携を重視し

たデュアル教育に取り

組んでいる。 

・絵本を活用できる保育

士の育成を掲げ「認定

絵本士」のカリキュラ

ムを全学科に導入して

いる。 

 

・デュアル教育の即時評

価システムに向けて DX

を含めた検討が必要。 

・DX 推進委員会にて、内

容について検討する。 

・「認定絵本士」カ

リキュラム 

・DX 推進委員会議

事録 

1-1-4 社会のニー

ズ等を踏まえた

将来構想を抱い

ているか 

■中期的（3～5年程度）な視

点で、学校の将来構想を定め

ているか 

■学校の将来構想を教職員

に周知しているか 

□学校の将来構想を学生・保

護者・関連業界等に周知して

いるか 

4 ・令和 6 年度に学科編成

やカリキュラムについ

て改編する予定で準備

を進めている。 

・教職員にも中期計画を

示し今後の学校の在り

方について議論を進め

ている。 

・学校の将来の計画につ

いて学生や保護者、関

連業界に周知しきれて

いない。 

・法人連携を進める際に、

学校の構想を伝え賛同

いただく法人、企業を

増やしていく。 

・ビジョン・ 

ミッション・ 

バリュー 

・中期経営計画 

 

中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

学校の将来像・存在意義を議論する中で、ビジョン・ミッション・バリュー

を再確認できた。それを達成するため、組織改編・改善を続けていくことを

発信できるようになった。 

議論の中で、保育士＝保育所ではなく、様々な活躍の場があり、本校はそこ

が強みであるという認識ができた。今後も施設との連携を深め、保育士の選

択肢を広げる活動を続けていく。 

 



 

６ 

 

基準２ 学校運営 
 

総括と課題 今後の改善方策 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

１．学校の教育目標、重点目標に基づき、学校全体

の運営・管理を行っている。 

また、教職員全員参加の全体会で、運営方針や各

重点項目の月毎の進捗・振り返り、課題を共有し、

共通認識をもてるように努めている。 

 

２．「総合講師会」と教科目の分野別ごとに開催する

「分野別会議」を開催し、半期や単年度の運営方

針や教務における重要事項を専任講師だけでな

く非常勤講師にも周知し、協働ができる仕組みを

作っている。非常勤講師をさらに巻き込んだ教育

活動を行うには、非常勤講師に本校の教育目標に

沿った具体的な教務に関する事項の周知も必要。 

 

３．「職員会議」・「グループ長会議」を発足し、職員

内での情報共有・意識共有の強化を図っている。 

 

４．労働関係やハラスメントに関する窓口も設置し

ている。今後ハラスメントや個人情報の扱いなど

についての教職員へのさらなる周知も必要。 

 

１．教学マネジメントの PDCA が回ることを意識し

た会議、委員会活動の実施。 

 

２． 教務グループと教員がともに教務事項（授業の

進め方や DX の推進を含めて）について議論し

実施していく。 

３． 全管理職が参加する「学校運営会議」を発足し、

管理職としての意識統一を図り、学校の重要事

項を検討する場とする。 

４． 実習事務と実習指導教員で構成される「実習会

議」を発足し、保育所実習、施設実習の事務の

統合化をはかるとともに、実習をめぐるトラブ

ルの解消に努める。 

 

５．職務分掌を作成し、役職・会議体の権限範囲を

明確化する。 

・特になし 

 

 



 

７ 

 

2-2 （1/1） 

2-2 運営方針 

 

小項目 チェック項目 評定 現状の取組状況 課   題 今後の改善方策 参照資料 

2-2-1 理念に沿っ

た運営方針を定

めているか 

■運営方針を文書化するな

ど明確に定めているか 

■運営方針は理念等、目標、

事業計画を踏まえ定めてい

るか 

■運営方針を教職員等に周

知しているか 

■運営方針の組織内の浸透

度を確認しているか 

４ ・理念に沿った単年度計

画、中期計画を明確に

示し、データで共有す

るとともに、全体会等

で周知に努めている。 

・運営方針は学校の理念

や、項目毎にＫＰＩ指

標によって目標化し、

事業計画を踏まえ定め

られている。 

・運営方針の浸透につい

ては職員に関しては年

度で 4 回行われる評価

面談で確認している。

教員に関しては年に一

度の評価面談で確認を

している。 

・運営方針について今ま

で財務状況や予算計画

も含めた形で説明する

ことが足りていない。 

・学校経営という視点か

ら教育活動をとらえる

ことも必要であるとい

うことが、教職員全員

の認識となっていな

い。 

・予算の決定情報を共有

し、各部署・各人が執行

状況の把握・管理につ

いての意識を高める。 

・職場アンケート

集計 

・中期計画 

・評価シート 

・ビジョン・ 

ミッション・ 

バリュー 

 

 

中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

教育目標とともに、経営の観点で学校運営を考える視点を教職員に持ってもら

えるよう、丁寧に説明し続けることが必要。 

特になし。 

 

 



 

８ 

 

2-3 （1/1） 

2-3 事業計画 

 

小項目 チェック項目 評定 現状の取組状況 課   題 今後の改善方策 参照資料 

2-3-1 理念等を達

成するための事

業計画を定めて

いるか 

■中期計画（3～5年程度）を

定めているか 

■単年度の事業計画を定め

ているか 

■事業計画に予算、事業目標

等を明示しているか 

■事業計画の執行体制、業務

分担等を明確にしているか 

■事業計画の執行・進捗管理

状況及び見直しの時期、内容

を明確にしているか 

４ ・中期計画（3年）及び単

年度事業計画は学校経

営会議と学園経営会議

を経て、理事会・評議員

会に提出している。 

・教職員は事業計画を供

覧し、また常時閲覧で

きる。 

・計画は各部署に分担さ

れ月 1 回の教職員全体

会で執行等の状況を確

認している。 

・事業計画を執行する責

任者は四半期毎のＫＰ

Ｉ指標の状況を作成

し、学園経営会議にて

共有後、各学校におい

て状況を確認してい

る。 

・事業計画の執行をより

円滑に進めるため、進

捗管理状況等のチェッ

ク機能を高める必要が

ある。 

 

・5年後までの中期計画を

作成し、そこまでのロ

ードマップを作成。 

 その上で、引き続き年

度における目標及び計

画を共有しながら進め

ていく。 

 

・中期計画シート 

 

 

中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

単年度（短期）の事業計画だけでなく、中期・長期事業計画のさらなる浸透

が必要である。 

事務職員は全員分の業務分担表を共有し、事務局全体の仕事分担を共通認識

している。 

次年度においては教員においても役割と業務分担を明確にし、それに基づい

た各個人の目標設定を行う計画である。 

 



 

９ 

 

2-4 （1/2） 

2-4 運営組織 

 

小項目 チェック項目 評定 現状の取組状況 課   題 今後の改善方策 参照資料 

2-4-1 設置法人は

組織運営を適切

に行っているか 

■理事会、評議員会は寄附行

為に基づき適切に開催して

いるか 

■理事会等は必要な審議を
行い、適切に議事録を作成
しているか 

■寄附行為は、必要に応じて

適正な手続きを経て改正し

ているか 

４ ・理事会、評議員会は定期

的な開催と臨時的な開

催を行っているととも

に、議事録の作成、寄付

行為の改正も理事会、

評議員会にて審議し改

正している。 

・特になし ・特になし ・寄付行為 

・理事会・評議員会

議事録 

 

2-4-2 学校運営の

ための組織を整

備しているか 

■学校運営に必要な事務及

び教学組織を整備している

か 

■現状の組織を体系化した

組織規程、組織図等を整備し

ているか 

■各部署の役割分担、組織
目標等を規程等で明確にし
ているか 

■会議、委員会等の決定権

限、委員構成等を規程等で明

確にしているか 

■会議、委員会等の議事録

（記録）は、開催毎に作成し

ているか 

■組織運営のための規則・規

程等を整備しているか 

■規則・規程等は、必要に
応じて適正な手続きを経て
改正しているか 

４ ・学校運営のための組織、

規程、組織図、役割分担

等を整備している。 

・会議、委員会等の決定権

限、委員構成等を明確

にしているとともに、

議事録も開催毎に作成

している。 

・特になし ・特になし ・学内組織図 

・職員業務分掌 

・学則 

 

 



 

１０ 

 

2-4 （2/2） 

小項目 チェック項目 評定 現状の取組状況 課   題 今後の改善方策 参照資料 

2-4-2 続き ■学校の組織運営に携わる

事務職員の意欲及び資質の

向上への取組みを行ってい

るか 

３ ・評価報酬制度を導入し

ており、目標設定の事

前面談、年度終了後の

振り返り面談を通し、

意欲及び資質の向上へ

の機会としている。 

・スキルアップ研修等へ

の参加を奨励してい

る。 

・研修等への参加のため

の時間確保が十分でな

い。 

 

・業務の効率化を図り、 

労働時間の増加を押さ

えながら、職員のスキ

ルアップ意欲を醸成す

る方策と時間を確保す

る。 

 

・評価シート 

 

 

 

 

 

 

 

中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

運営組織は概ね整備されているが、状況の変化に対応できるよう更に整備を

進めて行く必要がある。法人本部とも調整し改善していく。 

特になし。 



 

１１ 

 

2-5 （1/1） 

2-5 人事・給与制度 

 

小項目 チェック項目 評定 現状の取組状況 課   題 今後の改善方策 参照資料 

2-5-1 人事・給与

に関する制度を

整備しているか 

■採用基準・採用手続きに

ついて規程等で明確化し、

適切に運用しているか 
■適切な採用広報を行い、
必要な人材を確保している
か 
■給与支給等に関する基

準・規程を整備し、適切に

運用しているか 
■昇任・昇給の基準を規程
等で明確化し、適切に運用
しているか 
■人事考課制度を規程等で

明確化し、適切に運用して

いるか 

４ ・教員の採用は養成施設

として必要な資格・要

件を有する者を候補に

選考している。 

・平成 28 年度より新評価

制度と連動した報酬制

度を運用開始。細かく

規定した基準をもと

に、上長との目標設定

や振り返り面談、評価

後のフィードバック面

談をおこない、納得感

を持てるように運用し

ている。 

・人事評価制度を導入し 7

年。教職員のモチベー

ション維持と目標管理

の目的で定期的な進捗

確認が必要。 

・これまでの事前、事後に

加え中間にも面談を十

分に行い、評価者・非評

価者間の、すり合わせ

が重要。また、導入後の

アンケートを取るな

ど、制度そのものへの

意見を聞き、必要であ

れば改定の提案を行

う。 

 

・評価マニュアル 

・役割基準表 

・評価シート 

・昇降給テーブル 

・グレード毎基本

給レンジ 

 

 

中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

採用の基準や手続き、昇任・昇給の基準、人事考課制度は法人本部と調整し適

切な制度導入により整備されている。 

特になし。 

 

 



 

１２ 

 

2-6 （1/1） 

2-6 意思決定システム 

 

小項目 チェック項目 評定 現状の取組状況 課   題 今後の改善方策 参照資料 

2-6-1 意思決定シ

ステムを整備し

ているか 

■教務・財務等の事務処理

において、意思決定システ

ムを整備しているか 

■意思決定システムにおい

て、意思決定の権限等を明

確にしているか 

■意思決定システムは、規

則・規程等で明確にしてい

るか 

３ ・法人全体の稟議規程の

もと、財務処理や意思

決定が必要な場合は、

上長→事務長→校長→

本部→理事長の許可を

得ることになってい

る。 

・学校内の最終意思決定

は校長を中心とする学

校経営会議と明確にな

っている。 

・特になし ・特になし ・学則 

・学園稟議規定 

・学園稟議書 

・学内稟議規定 

・学内稟議書 

・組織図 

 

 

中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

法人の稟議規程は細部まで規定されており、その規程に基づいた適切な運営

が行われている。 

紙での稟議からシステムでの稟議へ移行し、意思決定システムのデジタル化、

スピード化を図った。 

 

 



 

１３ 

 

2-7 （1/1） 

2-7 情報システム 

 

小項目 チェック項目 評定 現状の取組状況 課   題 今後の改善方策 参照資料 

2-7-1 情報システ

ム化に取組み、業

務の効率化を図

っているか 

■学生に関する情報管理

システム、業務処理に関す

るシステムを構築してい

るか 

■これらシステムを活用

し、タイムリーな情報提

供、意思決定が行われてい

るか 
■学生指導において、適切
に（学生情報管理）システ
ムを活用しているか 
■データの更新等を適切
に行い、最新の情報を蓄積
しているか 
■システムのメンテナン
ス及びセキュリティー管
理を適切に行っているか 

４ ・学籍システムに加え、

Teams を併用。それぞ

れのシステムを状況に

応じて使い分けてい

る。 

・タイムリーな情報共有

は実現できているが、

根拠のある意思決定に

は至っていない。 

・学生指導において、概

ね適切に活用されてい

る。 

・データ更新は定期的に

行い、概ね最新の情報

となっている。 

・問題点が確認された際

はシステムの開発会社

と連携し、メンテナン

スやセキュリティーの

強化に努めている。 

・個々人のＩＴリテラシ

ーに差がある。 

・いつでも教職員がオン

ラインで業務に対応

できる環境にあるた

め、働く環境の悪化に

つながる恐れがある。 

・Microsoft Teams など

の中に IT サポートチャ

ンネルを作成し、教職員

が気軽に質問できる環

境を整える。質問と回答

を共有することで、他の

教職員の学習にも役立

つ。 

・明確な勤務時間を設

定し、勤務時間外の

業務を避けるように

ルールを設ける。こ

れを全教職員に周知

し、互いに尊重する

文化を育む。 

・info-clipperマニュア

ル 

・info-cloudマニュアル 

・Microsoft Teams 

 

 

中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

必要となるシステムの導入は概ね済んでおり、今後はさらに情報システムを

活用できるような環境の構築や運用方法の改善を進めていく必要がある。 

特になし。 

 



 

１４ 

 

基準３ 教育活動 
 

総括と課題 今後の改善方策 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

１．総合子ども学科は、３年間で子どもに関する専門

知識と技術を身に付け、卒業と同時に保育士資

格・短大通信教育併修による幼稚園教諭二種免許

と社会福祉主事任用資格を取得することを目的

とし子どもの成長に永く貢献できる保育士・教育

者を育てている。 

２．保育福祉科は、２年間で保育士の基礎を講義で学

び、現場ですぐに役立つ知識を身に付けることを

目的とし、卒業と同時に保育士資格を取得する。

働きながら学ぶ学生を支援するために、学びやす

い時間割を設けている。（保育福祉科昼間コース

では週 5日クラスと週３日クラス夜間主ではトワ

イライトクラスと土曜クラス）。 

３．学則や学生便覧だけでなく、ホームページにおい

ても学校の特色、就職実績をわかりやすく提示

し、学外に対する情報の公開にも力を入れてい

る。 

４．保育福祉科夜間主コースは「職業実践専門課程」

に認定されている。全学科、実践的な教育機関と

して「教育課程編成委員会」(年２回実施）を設置

し、企業と連携してカリキュラムを編成してい

る。そこでは科目の開設、授業内容の改善や工夫

などを議論し、教育課程の充実を図っている。 

5．授業評価に関しては学生による授業アンケートを

実施し、半期ごとに集計、フィードバックして授

業改善に活用している。 

6．令和 5 年度は、今までのオンライン授業のノウハ

ウを活かし対面授業とオンライン授業のハイブ

リッド形式で行った。 

１．授業形式については、対面授業とオンラ

イン授業を併用したハイブリッド形式を

継続する。前期、後期各２週をオンライン

授業とする。 

２．令和５年度の対面授業は、コロナ前の教

室配置に戻し、全クラスで通常登校、通常

事業が受けられるよう整備した。コロナ対

策委員会を継続し教職員による、登校時の

手指の消毒や、学内でのマスク着用の声掛

け等は継続した。体調不良時の行動や、学

校への報告、学内での対応管理等、社会状

況に応じて適宜修正し、明示、共通認識が

共有できるようにする。  

３．授業アンケートの結果をデータ・数値化

して次年度の教育内容の改善に活用する。 

４．「児教専で学べる６つの力」をカリキュラ

ムと連携させ年２回の分野別会議を通し

て非常勤講師とも共有。 

 

 

１．全学科対象の自由選択科目として「オープン科目」

を平成２８年度から開講している。保育福祉科でも

幼稚園教諭二種免許を取得できるプログラムを用意

し、プラスの学びを提供。例年ダブル資格取得者が出

ている。 

２．文部科学省に「デュアル教育」の採択を受け研究成

果をもとに令和３年度より１年生前期、後期各６週と

12 週に「現場連携週」を実施。学生の現場(保育園。

施設)見学・保育体験の実施、現役の施設職員や保育士

を招いた授業を展開している。 

３．「認定絵本士」の資格を付与できる学校に認定され、

令和４年度末に初の認定絵本士養成講座修了者を輩

出した。 

 

４.令和３年度より３年制総合子ども学科においてコー

ス制を展開。①保健・食育②児童福祉③グローバル④

おもちゃの４コースから学生が興味をもった分野を

選択し、学びを深める内容になっている。 

 



 

１５ 

 

 

3-8 （1/1） 

3-8 目標の設定 

 

小項目 チェック項目 評定 現状の取組状況 課   題 今後の改善方策 参照資料 

3-8-1 理念等に沿

った教育課程の

編成方針、実施方

針を定めている

か 

■教育課程の編成方針、実施

方針を文書化するなど明確

に定めているか 

■職業教育に関する方針を

定めているか 

４ ・指定保育士養成施設の

指定基準を遵守し、本

校の教育理念に基づい

て教育目標を定めてい

る。  

・特になし ・特になし ・学則 

・学生便覧 

3-8-2 学科毎の修

業年限に応じた

教育到達レベル

を明確にしてい

るか 

■学科毎に目標とする教育

到達レベルを明示している

か 

■教育到達レベルは、理念等

に適合しているか 

■資格・免許の取得を目指す

学科において、取得の意義及

び取得指導・支援体制を明確

にしているか 

■資格・免許取得を教育到達

レベルとしている学科では、

取得指導・支援体制を整備し

ているか 

４ ・卒業と同時の資格・免許

の取得に向けて、修業

年限に応じた指導を行

っている。 

・教育到達レベルに関し

ては、各科目のシラバ

スにおいて「到達目標」

が明記されている。学

生が授業目標・計画を

理解できるように授業

内でも講師が丁寧な説

明を行っている。 

 

・特になし ・特になし ・学則 

・学生便覧 

 

中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

総合子ども学科は子どもに関する専門知識と技術を身に付け、卒業と同時に

保育士資格・短大通信教育併修による幼稚園教諭二種免許と社会福祉主事任

用資格を取得することを目的とする。子どもの成長に永く貢献できる保育士・

教育者を育てている。 

保育福祉科は保育士になるための基礎を学び、現場ですぐに役立つ知識を身

に付けることを目的とし、卒業と同時に保育士資格を取得する。 

特になし。 
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3-9 教育方法・評価等 

 

小項目 チェック項目 評定 現状の取組状況 課   題 今後の改善方策 参照資料 

3-9-1 教育目的・

目標に沿った教

育課程を編成し

ているか 

■教育課程を編成する体制

は、規程等で明確にしてい

るか 

■議事録を作成するなど教

育課程の編成過程を明確に

しているか 

■授業科目の開設におい

て、専門科目、一般科目を適

切に配分しているか 

■授業科目の開設におい

て、必修科目、選択科目を適

切に配分しているか 

■修了に係る授業時数、単
位数を明示しているか 

■授業科目の目標に照ら

し、適切な教育内容を提供

しているか 

■授業科目の目標に照ら

し、講義・演習・実習等、適

切な授業形態を選択してい

るか 

■授業科目の目標に照ら

し、授業内容・授業方法を工

夫するなど学習指導は充実

しているか 

■職業実践教育の視点で、

授業科目内容に応じ、講義・

演習・実習等を適切に配分

しているか 

４ ・教育課程編成委員会等

の位置付けに係る諸規

程で明確にしている。

年２回の教育課程編成

委員会では多様化する

学生像や現在の保育ニ

ーズにふさわしい授業

計画、指導方法の見直

しを図っている。議事

録はＨＰ等で情報公開

している。 

・シラバスは保育士養成

課程として、総合子ど

も学科は個性を重視し

て実践科目でじっくり

育み、保育福祉科は保

育現場で働きながら学

べるように実践的に授

業を配分し、学習指導

を行っている。 

・前期・後期ともに 6 週目

と 12 週目（年間で計 4

週）を「現場連携週」と

して外部講師を招いて

の授業、外部施設への

見学、保育体験を実施

している。 

・学生が多様化してくる

中で、それぞれの背景

や経歴などを鑑みなが

ら学生の特性やニーズ

に即した授業内容や方

法の改善が求められる 

・本校のカリキュラムや

授業内容が現在の保育

業界のニーズに即して

いるか、常に見直す必

要がある。 

・学生からの授業アンケ

ートや学生面談、現場

連携の取り組み後の感

想を分析しながら学生

の特性やニーズにあっ

た授業内容や方法の改

善に努める。 

・総合子ども学科におい

ては、１年次より少人

数で取り組める「ゼミ」

を開講し、「好きを得意

に」できるよう、早期か

ら学生に寄り添う教育

支援体制を整えていく 

・年２回の教育課程編成

委員会にて、保育業界

の有識者からの情報・

意見を活かし、実践的

かつ専門的な職業教育

を実施するにふさわし

い教育課程の編成に努

める。 

・教育課程編成委員

会等の位置付けに

係る諸規程 

・ＨＰ―情報公開 
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小項目 チェック項目 評定 現状・具体的な取組等 課   題 課題の改善方策 参照資料 

3-9-1 続き ■職業実践教育の視点で教

育内容・教育方法・教材等工

夫しているか 

■単位制の学科において、

履修科目の登録について適

切な指導を行っているか 

■授業科目について、授業

計画（シラバス・コマシラバ

ス）を作成しているかを 

■教育課程は定期的に見直

し改定を行っているか 

４ ・年２回の分野別会議で

分野毎に教授法や授業

上の工夫などを共有し

授業内容を見直し・改

善している（オンライ

ン開催）。 

・Microsoft Teamsを使用

し、学生の状況の共有

を教職員、非常勤講師

とも図っている。 

・正規の授業以外に、連携

企業によるオープン科

目も設置。幅広い知識

と技術が修得できる活

動を行っている。 

 

・学生のニーズを把握し

たうえでオープン科目

を開催する。 

・公務員対策講座、ピアノ

の個人レッスンなど学

生のニーズが高い講座

を一層充実させる。 

 

・教育課程編成委員

会議事録 

・学生便覧 

3-9-2 教育課程に

ついて、外部の意

見を反映してい

るか 

□教育課程の編成及び改定

において、在校生・卒業生の

意見聴取や評価を行ってい

るか 

■教育課程の編成及び改定

において、関連する業界・機

関等の意見聴取や評価を行

っているか 

■職業実践教育の効果につ

いて、卒業生・就職先等の意

見聴取や評価を行っている

か 

３ ・教育課程編成委員会の

中で保育業界団体・職

員の意見を聴取してい

る。 

・実践的かつ専門的な職

業教育を実施するため

に、企業等との連携、

実習・就職フェアを通

じて必要な情報の把

握・分析を行い、教育

課程の編成(授業科目

の開設や授業内容・方

法の改善・工夫を含

む)に活かしている。 

・教育課程編成委員の意

見については集められ

ているが、在校生・卒業

生については不十分で

ある。 

・教育課程全般について

の意見も在校生から集

める。 

・卒業後、現場で活躍する

卒業生の様子は届く

が、「躓き」や「行き詰

まり」を抱えた卒業生

の様子の把握にも努

め、授業内容や指導の

在り方を見直す。 

・教育課程編成委員 

会 議事録 
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小項目 チェック項目 評定 現状・具体的な取組等 課   題 課題の改善方策 参照資料 

3-9-3 続き ■キャリア教育の実施にあ

たって、意義・指導方法等に

関する方針を定めているか 

■キャリア教育を行うため
の教育内容・教育方法・教
材等について工夫している
か 

□キャリア教育の効果につ

いて卒業生・就職先等の意

見聴取や評価を行っている

か 

３ ・必須科目の「コミュニケ

ーション」を通じキャ

リア教育を入学から卒

業まで通して行う。ま

た、担当者はキャリア

コンサルタント有資格

者である。 

・卒業生及び就職先から

は就職フェアや授業な

どでヒヤリングしてい

る。 

・キャリア教育が必要な

高卒生と社会人経験の

ある学生毎の指導方法

が必要。 

・評価基準を検討する必

要がある 

・キャリア教育の内容を

多様化する学生像に合

わせた内容にしていく

必要がある。 

・職業実践専門課程会議

等で外部の意見を聞き

入れながら検討 

・学生便覧 

3-9-4 授業評価を

実施しているか 

■授業評価を実施する体制

を整備しているか 

■学生に対するアンケート

等の実施など、授業評価を

行っているか 

■授業評価の実施におい

て、関連業界等との協力体

制はあるか 

■教員にフィードバックす

る等、授業評価結果を授業

改善に活用しているか 

４ ・学校関係者評価委員会

にて授業評価を整備し

ている。 

・学生による評価は全て

の授業において「授業

アンケート」を実施し、

半期ごとに集計、各講

師にフィードバックし

て授業改善に活用して

いる。 

・保育体験や授業を担当

した施設も委員会に出

席し、授業評価をいた

だいている。 

・関連業界からの評価の

実施については不十分

なところがある。 

 

・アンケートの実施につ

いて再検討を図る。 

・各期の中間で授業アン

ケートを実施すること

で速やかな（該当学期

内）授業改善を目指す。 

 

・授業アンケート用  

紙 
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中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

「総合子ども学科」「保育福祉科」ともに職業実践専門課程に認定されてお

り、実践的な教育機関として「教育課程編成委員会」を設置し、企業と連携

してカリキュラムを編成している。委員会では科目の開設、授業内容の改善

や工夫などを議論し、教育課程の充実を図っている。 

授業評価は自己評価委員会を中心に評価を行うだけでなく、学生に対して授

業アンケートを実施し、半期ごとに集計、フィードバックして授業改善に活

用している。 

特になし。 

 

 



 

２０ 
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3-10 成績評価・単位認定等 

 

小項目 チェック項目 評定 現状・具体的な取組等 課   題 課題の改善方策 参照資料 

3-10-1 成績評価・

修了認定基準を

明確化し、適切に

運用しているか 

■成績評価の基準について、

学則等に規定するなど明確

にし、かつ、学生等に明示し

ているか 

■成績評価の基準を適切に

運用するため、会議等を開く

など客観性・統一性の確保に

取組んでいるか 

■入学前の履修、他の教育機

関の履修の認定について、学

則等に規定し、適切に運用し

ているか 

４ ・学則、学生便覧に成績評

価と評価基準をより明

確に示し講師において

も文書等で告知してい

る。 

・評価基準に関してはシ

ラバスの整合性を測

り、授業改善につなげ

るために学園全体でプ

ロジェクト会議を立ち

上げ検討した。 

・プロジェクト会議の成

果を分野別会議内で全

講師と共有する。 

・成績判定会議で講師同

士が討議するなど、公

正さに努めている。 

・本校は大学等との単位

互換制度を設けてお

り、シラバスの内容を

精査した上で互換を認

めている。 

・ＧＰＡを導入している。 

・評価基準をより明確に

し、学生自身が振り返

られるようにする。 

・学生が各授業の到達目

標をもとに達成度を振

り返ることができるよ

うにする。 

・成績評価を、到達目標ご

とに評点を数値化し、

見える化した 

・本校の DP にある「６つ

の力」習得に向けた、各

科目の関連度を数値化

した 

・初回授業において、各科

目の「到達目標」と「成

績のつけ方」を、受講学

生に周知するよう徹底 

・学則 

・学生便覧 

・講師宛の評価依

頼 

・単位認定申請書

類 

・会議資料 



 

２１ 

 

3-10-2  作品及び

技術等の発表に

おける成果を把

握しているか 

■在校生のコンテスト参加

における受賞状況、研究業績

等を把握しているか 

４ ・学生の社会貢献や受賞

はＨＰ等で紹介してい

る。 

・教職員が日ごろからヒ

ヤリングし、成果把握

に努める。またコンテ

ストや研究発表など学

校から積極的に学生に

促す。 

・担任が日ごろからヒヤ

リングし、成果把握に

努める。またコンテス

トや研究発表など学校

から積極的に学生に促

す。 

・受賞者一覧 

 

 

中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

学則や学生便覧にて成績評価や単位認定基準を明確化し、対応を行ってい

る。 

単位取得が困難な学生に対してはチーム担任が個別で対応し、卒業、資格取

得を目指す。 

特になし。 

 

  



 

２２ 
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3-11 資格・免許取得の指導体制 

 

小項目 チェック項目 評定 現状・具体的な取組等 課   題 課題の改善方策 参照資料 

3-11-1 目標とす

る資格・免許は、

教育課程上で、明

確に位置づけて

いるか 

■取得目標としている資

格・免許の内容・取得の意

義について明確にしている

か 

■資格・免許の取得に関連
する授業科目、特別講座の
開設等について明確にして
いるか 
 
 
 
 
 
 

４ ・保育士資格は全学科卒

業と同時に取得。更に

大阪芸術大学短期大学

部・豊岡短期大学との

併修により幼稚園教諭

二種免許が取得でき

る。 

・保育福祉科に関しても

希望者は幼稚園教諭二

種免許を目指すことが

できる。 

・認定絵本士養成講座を

本校カリキュラムに取

り入れ全学生の取得を

可能にしている。 

・民間資格に関しては随

時掲示で告知し、オー

プン科目や集中講義で

サポートしている。 

・幼稚園教諭二種免許取

得については学生がレ

ポートの書き方や試験

の受け方に不慣れで自

身の状況を把握しにく

く、免許取得までの見

通しがもちにくく取得

をあきらめたり、やめ

たりする学生も出る。 

・民間資格はオープン科

目や集中講義を利用し

て取得を促す。 

・幼稚園免許取得に関し

てはレポートの書き方

や試験の受け方をサポ

ートする体制を整え

る。また、見通しをもち

取り組めるように、短

大の単位取得状況を把

握できるようにするた

めの「科目別履修状況

表」「履修カルテ」を作

成し、授業で学生と確

認しながら進捗状況を

学生自身が把握できる

ようにする。 

 

・学生便覧 

・オープン科目告知

表 

 

3-11-2 資格・免許

取得の指導体制

はあるか 

■資格・免許の取得につい

て、指導体制を整備してい

るか 

■不合格者及び卒後の指導

体制を整備しているか 

４ ・単位不認定者や実習で

つまずいた学生、無資

格卒業者に関してはク

ラス担任、実習授業担

当講師による個別指導

で対応している。 

・クラス担任、実習指導担

当講師、実習先指導者

との連携を更に図る必

要がある。 

・講師、実習先指導者間で

学生の特徴や要請等を

情報共有し、それぞれ

の学生に合わせた指導

を行なう。 

・特になし 
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中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

保育士養成施設の設置基準、大阪芸術大学短期大学部、豊岡短期大学部の基

準に則り、適切な指導体制を整えている。 

認定絵本士資格については養成講座の基準に則り、適切な指導体制を整えて

いる。 

令和 3年度入学者より「認定絵本士」の資格付与対象となる。 
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3-12 教員・教員組織 

 

小項目 チェック項目 評定 現状・具体的な取組等 課   題 課題の改善方策 参照資料 

3-12-1 資格・要件

を備えた教員を

確保しているか 

■授業科目を担当するため、

教員に求める能力・資質等を

明確にしているか 

■授業科目を担当するため、

教員に求める必要な資格等

を明示し、確認しているか 

■教員の知識・技術・技能レ

ベルは、関連業界等のレベル

に適合しているか 

■教員採用等人材確保にお

いて、関連業界等と連携して

いるか 

■教員の採用計画・配置計画

を定めているか 

■専任・兼任（非常勤）、年齢

構成、男女比など教員構成を

明示しているか 

■教員の募集、採用手続、昇

格措置等について規程等で

明確に定めているか 

■教員一人当たりの授業時

数、学生数等を把握している

か 

 

 

 

 

３ ・専門学校の規定に則し

た条件を持つ講師の採

用を行なっている。 

・学術的な科目に関して

は修士号を有する講師

を採用し、必要書類の

提出を求めている。 

・実技や現場にすぐさま

応用する科目に関して

は実務経験が豊富な講

師を採用している。 

・教員の採用計画、配置計

画については、欠員が

あり次第補填する状況

である。 

・新規教員採用の際には

模擬授業を課し、評価基

準に則り評価し、採用の

可否を判断する。 

・教員の昇格措置につい

ては平成 28年度より導

入の新評価制度により

明確になっている。 

・教員の採用計画、配置計

画については専門学校

設置基準及び指定保育

士養成施設指定基準に

準じている。 

 

・特になし ・特になし ・総合講師会資料 

・模擬授業評価基

準 

 

 



 

２５ 

 

3-12 （2/3） 

小項目 チェック項目 評定 現状・具体的な取組等 課   題 課題の改善方策 参照資料 

3-12-2  教員の資

質向上への取組

みを行っている

か 

■教員の専門性、教授力を把

握・評価しているか 

■教員の資質向上のための

研修計画を定め、適切に運用

しているか 

■関連業界等との連携によ

る教員の研修・研究に取組ん

でいるか 

■教員の研究活動・自己啓発

への支援など教員のキャリ

ア開発を支援しているか 

４ ・専任教員の評価面談の

折に所属学会や研究状

況の把握を行ってい

る。 

・総合講師会の際に全教

員に対し「ICT の使い

方」などの研修を実施

した。 

・法人において「授業力向

上委員会」を置き、授業

の質の向上に努めてい

る。 

・研究活動は把握してい

るが支援までに至って

いない 

・非常勤講師の専門性、教

授力の把握は十分では

ない。 

・FD 研修のさらなる充実

が必要 

・管理職が非常勤講師の

授業を見学し、教授力

の把握に努める。 

・教授法以外の幅広い FD

研修を企画し、年次計

画を立てる。 

・研究する時間が確保で

きるように DX推進によ

り教員の教務関連事務

を省力化 

・評価シート 

・職業実践研究集

会抄録集 

3-12-3  教員の組

織体制を整備し

ているか 

■分野毎に必要な教員体制

を整備しているか 

■教員組織における業務分

担・責任体制は、規程等で明

確に定めているか 

■学科毎に授業科目担当教

員間で連携・協力体制を構築

しているか 

■授業内容・教育方法の改善

に関する組織的な取組があ

るか 

■専任・兼任（非常勤）教
員間の連携・協力体制を構
築しているか 

３ ・教員組織・体制に関して

は組織図・校務分掌一

覧表にて明確にしてい

る。 

・総合講師会、分野別会議

にて講師間や専任及び

非常勤教員の連携、情

報共有を図っている。 

・Microsoft Teamsを使用

し非常勤と専任の情報

共有を図っている。 

・半期に一度、学生による

授業アンケート結果を

フィードバックし、改

善を促している。 

・授業アンケートをフィ

ードバックするに適切

なアンケート項目かど

うか検討する必要があ

る。 

・授業アンケートの結果

が講義内容に生かされ

ていない場合がある。 

・授業アンケートの項目

見直しと分析方法を再

考する 

 

・授業アンケート 

 



 

２６ 

 

3-12 （3/3） 

中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

CP、DP について達成できているか評価する仕組みが必要。そのために授業ア

ンケートの内容を再考し活かしていく。教員が自己研鑽をできるような仕組

み（研修の提供や研究時間の確保など）を作ることが必要。 

特になし。 



 

２７ 

 

基準４ 学修成果  
 

総括と課題 今後の改善方策 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

１．就職率 

就職相談室を活用し、就職活動のサポートを行

い、就職希望の卒業生の就職率 100％を達成して

いる。対面での「学内就職フェア」への参加、WEB

上求人票検索システム「ENMAP」への求人票の掲示

などを活用し、卒業年次生全員の就活状況、内定

状況を把握し、管理している。  

２．資格・免許の取得率 

本校は学科により、保育士資格、幼稚園教諭二種

免許、社会福祉主事任用資格が卒業と同時に取得

できる。学期ごとにクラス担任が学生一人一人と

個人面談をして学修成果に結び付けている。 

３．卒業生の社会的評価 

卒業後、10年はキャリア指導出来る体制を目標と

している。人事担当者や同窓会等の協力で把握に

努める。ＷＥＢ，印刷物で公開していく。同窓会

等との連携、また側面支援を加味して、成果が挙

がるよう学校として応援している。保育施設等従

事者のなかには、順調に昇進し、園長等の管理者

に着任しており、今後の卒業生に就職の後押しと

なっている。また、卒業生にはゲストスピーカー

として、授業内で保育の現場、就職活動について

の講義をお願いし、連携を強化している。今後は

学校関係者評価委員として卒業生を招き卒業生

と現場、双方の立場から意見を伺うことが必要。 

                

１．就職希望者の就職率 100％を維持していくこと

が絶対的な課題である。担任との連携を密にし、

卒業年次生全員との相談体制を構築することが

重要である。専任講師会議や教職員全体会での就

職状況報告を徹底化。就職状況は学内ポータルで共

有し、就職率 100％維持に向けて教職員全体に意識

喚起していく。 

２．担任や副担任を中心に保育士資格取得に向け、

適切にアドバイスを行っている。担任も日頃より

多くの授業を担当しているため、一人あたりの面

談時間の確保と内容の質の担保を見える化する

ことが必要である。 

３．卒業生への追跡調査や同窓会等、各企業の人事

担当者からの情報収集を強化する。 

 

１．学生一人に対し、就職担当とクラス担任の 2名

の教職員で就職活動支援をしている。各学生に合

った就職先を学生と共に考え、自己決定を促して

いる。 

２．昼間部 2年制は保育士が取得できる。希望者の

み短大との併修で幼稚園教諭二種免許、社会福祉

主事任用資格が取得できる。昼間部 3年制は、保

育士資格、幼稚園教諭二種免許、社会福祉主事任

用資格を卒業と同時に取得を目指すことができ

る。夜間部も卒業と同時に保育士資格を取得でき

る。夜間部も希望者のみ短大との併修で幼稚園教

諭二種免許、社会福祉主事任用資格が取得でき

る。学生キャリアカードにおいて、受験実績、合

格実績を把握している。 

３．公務員(保育士採用)採用については、卒業後も

含め、着実に合格者を出している。公務員試験対

策講座も行っており、学生のモチベーションにも

つながっている。 

 



 

２８ 

 

4-13 （1/2） 

4-13 就職率  

 

小項目 チェック項目 評定 現状・具体的な取組等 課   題 課題の改善方策 参照資料 

4-13-1 就職率の

向上が図られて

いるか 

■就職率に関する目標設定

はあるか 

■学生の就職活動を把握し

ているか 

■専門分野と関連する業界

等への就職状況を把握して

いるか 

■関連する企業、社会福祉

法人と共催で「就職セミナ

ー」を行うなど、就職に関

し関連業界等と連携してい

るか 

■就職率等のデータについ

て適切に管理しているか 

４ ・就職希望者の就職率は

就 職 希 望 者 の 年 内

75％内定、卒業まで

100％を目標としてい

る。 

・担任と連携し個別面談

等で学生の就活状況を

把握している。 

・保育事業者及び関連施

設への往訪、来訪で就

職状況を適宜把握して

いる。また実習巡回教

員からも情報を収集し

ている。 

・ガイダンス、就職フェ

ア、求人メール配信、

既卒者懇談会、個別面

談・指導を通じて就職

活動をサポートしてい

る。 

・内定報告書、結果を一

覧で共有している。  

・資格取得のみの希望

者、ワークライフバラ

ンスを重視し非正規

就職の希望者等、就職

に対する意識が多様

化しているため、個々

の希望に応じた支援

が必要である。 

・「コミュニケーション」

の授業の中で、全員と

の相談体制・就職支援

を強化。学内共有シス

テムで就活状況、就職

への意識を随時共有

確認していく。 

・産学連携授業（現場見

学）や企業の採用担当

による授業等により、

早期に学生の就職意

識喚起を高める。 

 

・就職内定状況一覧表 

・就職ガイダンスレジ     

 メ 

・就職フェア参加法人一

覧表 
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4-13 （2/2） 

中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

直近 10年間の卒業生の内、就職希望者の就職率は 100％である。就職支援グ

ループは学生、担任が緊密な連携を取り就職意識、就職率の向上を図ってい

る。 

卒業年次生対象に、連携企業を含む 35 法人による就職フェア（学内会社合

同説明会）を後期に対面で計２回を開催した。 

学生のニーズに応じて小規模園中心の就職フェアと株式会社中心の就職フ

ェアの開催をした。 

 



 

３０ 

 

4-14 （1/1） 

4-14 資格・免許の取得率  

 

小項目 チェック項目 評定 現状・具体的な取組等 課   題 課題の改善方策 参照資料 

4-14-1 資格・免許

の取得率の向上

が図られている

か 

■資格・免許取得率に関す
る目標設定はあるか 

■特別講座、セミナーの開

講等授業を補完する学習支

援の取組はあるか 

■合格実績、合格率、全国

水準との比較など行ってい

るか 

□指導方法と合格実績との

関連性を確認し、指導方法

の改善を行っているか 

３ 

 

・学期毎に担任・就職担

当が個人面談をして、

資格取得を促してい

る。 

・公務員対策講座は大手

予備校と連携し、希望

者が参加している。 

・認定絵本士の資格が取

得できるように 3 年前

よりカリキュラムに導

入した。89％の学生が

卒業と同時に認定絵本

士を取得した。 

・公務員試験対策講座は

有料のため、受験を控

える学生が年々増加

傾向にある。担任と就

職担当が連携し、学生

に魅力を伝えた上で

受験者数を増やして

いく必要を感じる。 

・退学者を減らして保育

士資格及び認定絵本

士の資格を取得でき

る割合を増やす。 

・学校として検定料補助

の予算措置を考えて

いく必要を感じる。 

・資格取得担当者と担任

の面談を設定する。 

・オンラインや人数制限

などの検討。 

・取得できる資格の魅力

出しをし、将来を見据

えられる環境を作る。 

・キャリアカード 

・資格試験日程表 

・受験実績 

・合格実績 

 

中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

卒業と同時に取得できるものと、それとは別に就職に有利な資格がある。資

格取得担当職員が資格取得合格率を向上させるために、クラス担任と連携を

図る。 

3 年制の総合子ども学科は豊岡短期大学通信教育部との併修により幼稚園教

諭二種免許、社会福祉主事任用資格を卒業と同時に取得できる。 

また、総合子ども学科・保育福祉科ともに認定絵本士の資格を取得できる。 
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4-15 （1/1） 

4-15 卒業生の社会的評価 

 

小項目 チェック項目 評定 現状・具体的な取組等 課   題 課題の改善方策 参照資料 

4-15-1 卒業生の社

会的評価を把握し

ているか 

■卒業生の就職先の企業・

施設・機関等を訪問するな

どして卒後の実態を調査

等で把握しているか 

□卒業生のコンテスト参

加における受賞状況、研究

業績等を把握しているか 

３ ・卒業生は就職相談室で

把握し、在校生は主に

担任より情報を得て

いる。 

・就職先の訪問、来訪時

に人事担当者を通し

て情報を把握してい

る。  

・卒業生の実態把握につ

いては、量的に足りな

い状況である。特に転

職している卒業生の

現状把握は困難であ

る。左記の取り組みを

より継続していく必

要がある。 

・今後も、来校する卒業

生、同窓会、転職希望

者、人事採用担当者等

から就職相談室で把

握し、またさらに教職

員全体で情報の収集

に努める。 

・各企業掲載パンフ 

レット 

・キャリアカード 

 

中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

専門学校では、就職率だけでなく、卒業生の活躍や評価は、入学希望者や就

職活動をする学生にとって重要な位置付けとなる。各企業・施設等のパンフ

レットや専門書に掲載されることもあり、それが在校生の将来の仕事に対す

る目標にもなっている。 

保育施設等従事者の中には、園長等の管理者や人事担当者に着任している卒

業生も多数いる。 

卒業生が園長や採用担当をしている小規模法人を呼び、卒業生とのつながり

を強化した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

３２ 

 

基準５ 学生支援 
 

総括と課題 今後の改善方策 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

１．就職支援 

就職活動支援として就職相談室を設置。専任の就

職担当教職員が学生の就職支援を行っている。

「コミュニケーション」の授業の中で履歴書指導

を行い、希望者には面接・作文指導を実施してい

る。 

また 10月・11月に就職個別相談会を毎日行った。 

２．中途退学への対応 

中退率委員会を中心に会議を行い中退率防止に

対する意見交換を行っている。中途退学希望者に

はクラス担任が必ず面談を行っている。中途退学

者の低減（５％以下）が今後の大きな課題である。 

３．学生相談 

各クラス担任・副担任が個人面談などを行い学生

の相談に応じている。クラス担任等で対応できな

い場合は、専任講師会議で検討し、学科長もしく

は副校長を交え面談を行っている。 

４．学生生活 

奨学金・学費担当者を配置している。学費に関し

ては本校独自の生活困窮者向け奨学金や学費分

納制度で学生をサポートしている。但し、学費未

納者に対しての対応が今後の課題。 

また、学生支援委員会が中心となり、学生の満足

度向上のため、「スポーツ大会」「パフォーマンス

ライブ」などの行事を計画し実施した。 

５．授業支援 

 自宅にてオンライン授業に参加できる環境にな

い学生に対し、教室を開放。学内 Wi-Fi環境の使

用やパソコン、タブレットの貸出を行っている。 

１．学生の就職支援として、学内で年 1回の就職フ

ェアを開催。学生が就職に対して意欲的に参加で

きる場を増やす。個別相談に来ず、就職支援が遅

れてしまうことがあったため、担任等と連携して

就職の意識をもたせることが必要である。 

２．教職員によるきめ細かい対応や学費相談など早

い段階で迅速な対応が必要。またモチベーション

の維持や基礎学力対策が重要である。 

３．カウンセリングルームを完備した。より個人の

プライバシーが守られるよう整備の必要あり。

カウンセラーを配置した。カウンセラーとより

相談しやすい環境を作ることが必要である。 

４．学費の工面についての方法（奨学金、学費ロー

ン、減免制度、保育士修学支援金、分納スケジ

ュールなど）を、早めに学生本人・保護者に周

知する必要がある。学校行事に関しては学生ア

ンケートの集計結果等を加味して、開催時期、

方法など検討する。 

５．特記事項なし 

６．中退率低減に向けて、より保護者と連携が図れ

るように方法を模索していく。 

７．特記事項なし 

１．「コミュニケーション」の授業の中で履歴書（・

面接・作文）指導がある 

２．特記事項なし 

３．専任講師会議の中で課題を抱えている学生に関

して教職員で情報交換をしている。また、チーム

担任内でも情報を共有し連携を図る。 

 カウンセリングルームの設置と運用 

４．本校独自の学費減免制度・特待生制度により減

免。更に公的奨学金や学生ローンの利用案内と、

分納・延納制度などの支援を行っている。 

また、口座振替を導入し、仕事との両立で、銀行

へ支払いに行けない学生に対し案内をしている。 

５．夜間部ブレンデッド教育に向けて準備 
６．保護者に対しては必要に応じて、クラス担任が
学生の情報提供をして、緊密に連絡を取ってい
る。学期毎に学生の成績表を保護者に発送してい
る。（N科は希望者のみ） 

７．在学時に記入したキャリアカードを 10 年保存

し、キャリアアップ支援を継続している。 

 



 

３３ 

 

 

６．保護者との連携 

保護者に対しては、成績表の発送だけでなく、必

要に応じてクラス担任が学生の情報を共有して、

緊密に連絡を取っている。 

但し必要に応じた時のみの連絡となるため、退学

者の防止や学習の促進を図っていく上でさらな

る連携が必要となる。 

７．卒業生支援 

在学時に記入したキャリアカードを 10年保存し、

キャリアアップ支援を継続している。卒業生の学

術的な発表の場として、敬心学園職業教育研究集

会の機会が提供されている。卒業生の動向に関し

ては今後も把握に努める。 

  



 

３４ 

 

5-16 （1/1） 

5-16 就職等進路  

 

小項目 チェック項目 評定 現状・具体的な取組等 課   題 課題の改善方策 参照資料 

5-16-1 就職等進

路に関する支援

組織体制を整備

しているか 

■就職など進路支援のため

の組織体制を整備している

か 

■担任教員と就職部門の連

携など学内における連携体

制を整備しているか 

■学生の就職活動の状況を

学内で共有しているか 

■関連する業界等と就職に

関する連携体制を構築して

いるか 

■就職説明会等を開催して

いるか 

■履歴書の書き方、面接の

受け方など具体的な就職指

導に関するセミナー・講座

を開講しているか 

■就職に関する個別の相談

に適切に応じているか 

４ ・就職支援グループを組

織し就職相談室を設置

している。求人情報を

提供している。 

・授業内で就職指導、活

動喚起を目的とした授

業を担任と連携しなが

ら行っている。 

・就職状況は学内ポータ

ルで教職員全体に共有

している。 

・現場見学、実習、就職

の実績がある施設と連

携体制を構築してい

る。 

・年 2回就職フェア（39

法人による学内会社合

同説明会）を開催。 

・卒業年次に学生全員と

個別面談を実施。採用

試験前に面接・作文指

導を行っている。 

・卒業年次の後半になっ

ても自律的に就職先

を探せない学生が一

定数いる。 

・進路相談、採用試験対

策等が集中し、個別の

対応が難しい時期が

ある。 

・就職に関する情報提供

が学生ポータルのみ

では行き渡らないこ

とがある。 

・入学年次より就職を意

識させる授業内容を

精査、実施する。 

・担任との学生情報の共

有ツールの最適化を

図るなどして、進路の

つまずきの要因を迅

速に把握し対処する。 

・現場見学、実習、アル

バイト、インターンシ

ップ等を受け入れ、学

校と連携し指導いた

だける施設事業者を

開拓する。 

・就職フェア概要 

・就職フェア参加一覧表 

 

中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

４階に就職相談室のスペースを設置。専任教員や担当職員の指導のもと、就

職相談や模擬面接、求人の案内などを行っている。更に就職フェア（学内会

社合同説明会）を開催した。 

高校新卒、大学、社会人、主婦、定年後の方など、学生の属性の多様化に対

応した就職支援を行っている。 
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5-17 （1/1） 

5-17 中途退学への対応 

 

小項目 チェック項目 評定 現状・具体的な取組等 課   題 課題の改善方策 参照資料 

5-17-1 退学率の

低減が図られて

いるか 

■中途退学の要因、傾向、
各学年における退学者数等
を把握しているか 

■指導経過記録を適切に保

存しているか 

■中途退学の低減に向けた

学内における連携体制はあ

るか 

■退学に結びつきやすい、

心理面、学習面での特別指

導体制はあるか 

４ ・モチベーション低下に

よる進路変更、経済的

理由が多い 

・中途退学希望者には必

ず担任との面談が必要

となり、担任を通さな

いと退学届が提出され

ない仕組みになってい

る。 

・学籍移動状況を随時更

新している。 

・学力が未熟な学生に対

して講師による補填を

行っている。 

・退学率は全体で目標の

5％を目指す。 

・モチベーション低下の

予兆発見が遅い。 

・教員間で、中退予防の

ための統一した対応

マニュアルがない。属

人的な対応になって

いる。 

・不登校経験者に対する

フォローが重要。 

・心理面での特別指導体

制が不足している。 

・学生のわずかな変化を

見逃さないよう、教員

間の密な情報交換。 

・各種奨学金制度や自治

体の保育士修学支援

金の活用や、教職員と

の相談時間を確保。 

・担任、実習支援、就職

支援 3方向からの手厚

いサポート、きめ細か

い指導。 

・退学原因の評価軸を作

り、客観的に退学理由

を調査している。 

・令和 5年度中に、中退

率委員会を発足。今

後、活動を強化する。 

・学科別学籍異動状況 

・退学・除籍者一覧 

・面談指導経過記録 

・中退率委員会議事録 

 

 

中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

退学防止の意味もあり、心理面や学習面で心配な学生に対してはクラス担任

が随時個別対応を行っている。中途退学希望者にはクラス担任が必ず面談を

行っている。 

教学マネジメント委員会の１つとして、中退率委員会を発足した。今後、中

退率防止に向け、活動を強化していく。 

特になし 
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5-18 （1/2） 

5-18 学生相談 

 

小項目 チェック項目 評定 現状・具体的な取組等 課   題 課題の改善方策 参照資料 

5-18-1 学生相談

に関する体制を

整備しているか 

■専任カウンセラーの配置

等相談に関する組織体制を

整備しているか 

■相談室の設置など相談に

関する環境整備を行ってい

るか 

■学生に対して、相談室の

利用に関する案内を行って

いるか 

■相談記録を適切に保存し

ているか 

□関連医療機関等との連携

はあるか 

■卒業生からの相談につい

て、適切に対応しているか 

４ ・カウンセラーが週一回常

駐、相談に応じている。 

・オリエンテーションでの

チラシ配布や学生掲示板

でカウンセリング体制や

連絡先を告知している。 

・学校にカウンセリング室

を設置し、教員とじっく

り話ができる環境を作っ

ている。 

・鍵をかけたキャビネット

に相談内容を保管してい

る。 

・週に一度行われる専任講

師会議の中でも問題を抱

えている学生に対し、教

員全体で共有をしてい

る。 

・カウンセリング室が使

用中の際、相談に応じ

る部屋が限られ、場所

の確保が難航する場

合がある。 

・限られた部屋数のなか

で効率よく利用でき

るよう施設（部屋）予

約システムの活用を

促す。 

・カウンセラー来校日の

案内（掲示物） 

5-18-2 留学生に

対する相談体制

を整備している

か 

■留学生の相談等に対応す

る担当の教職員を配置して

いるか 

■留学生に対して在籍管理

等生活指導を適切に行って

いるか 

■留学生に対し、就職・進

学等卒業後の進路に関する

指導・支援を適切に行って

いるか 

■留学生に関する指導記録
を適切に保存しているか 

 

２ ・総務担当者が担当し、 

留学生一覧を作成し

個別相談での対応。留

学生との入学前のや

りとり、指導記録や関

係書類の保存あり。 

 

・留学生が 1～2 名しか

在籍しておらず、およ

び留学制度について

把握している教職員

が少ない。 

 

 

・担当者のよる学内研修

の実施、及び FAQ共有 

・留学生一覧、データ等

の管理資料 

・入学前連絡記録・関係

書類の控え・指導記録 

・留学制度、受け入れに

関する資料 
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5-18 （2/2） 

中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

カウンセラーの運用は今後中退率抑止の観点で再考する必要あり。クラス担

任が定期的に個人面談を行い各学生の諸問題に対し、適切に対応している。

留学生に対してもクラス担任より生活指導を行っている。 

特になし 
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5-19 （1/3） 

5-19 学生生活 

 

小項目 チェック項目 評定 現状・具体的な取組等 課   題 課題の改善方策 参照資料 

5-19-1 学生の経

済的側面に対す

る支援体制を整

備しているか 

■学校独自の奨学金制度を
整備しているか 
■大規模災害発生時及び家
計急変時等に対応する支援
制度を整備しているか 
■学費の減免、分割納付制
度を整備しているか 
■公的支援制度も含めた経
済的支援制度に関する相談
に適切に対応しているか 
■全ての経済的支援制度の
利用について学生・保護者
に十分情報提供しているか 
■全ての経済的支援制度の
利用について実績を把握し
ているか 

３ ・公共支援制度活用（日

本学生支援機構・東京

都育英資金、修学支援

新制度認定校）。保育士

修学資金貸付事業活用

（保育士修学資金） 

・公共支援制度における

臨時採用を活用。 

・各学生に合わせた学費

分納制度の実施。   

・個別相談の実施 

・年度初めの説明会で各

種制度を案内。 

 

・制度の徹底した周知・

活用促進。 

・臨時採用の周知。 

・学生の安心できる個別

相談の実施。 

・より多くの学生の状況

にあった支援制度の

活用。 

 

・説明会の回数の増加。 

 何パターンかの時間

帯で、誰もが参加でき

るよう設計。 

・教職員間の学生の状

況・制度に対しての共

有と理解促進。 

・入学前の学校説明会の

配布資料に、あらかじ

め奨学金制度の案内

を詳しく組み込む。 

・利用が必要と思われる

学生のピックアップ、

学校側からの利用の

働きかけ。 

・学内における教職員へ

の資料配布。 

・日本学生支援機構 

制度資料、手引き 

・東京都育英資金 

制度資料、手引き 

・修学支援新制度 

 制度資料・手引き 

・学生募集要項 

・各種奨学金案内 

・総合講師会資料 

・奨学生一覧 

・日本児童教育専門学校

授業料免除規定 

 

5-19-2 学生の健

康管理を行う体

制を整備してい

るか 

■学校保健計画を定めてい
るか 
■学校医を選任しているか 
■保健室を整備し専門職員
を配置しているか 
■定期健康診断を実施して
記録を保存しているか 
■有所見者の再健診につい
て適切に対応しているか 
 

３ ・定期健康診断の実施。

医療機関と契約し毎年

学生全員に対し、4 月

に実施している。 

 

・元看護師の教員を新型

感染症対策委員会に

配置し、学生及び教職

員の健康管理に努め

ている。 

 

・特になし ・特になし 
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5-19 （2/3） 

小項目 チェック項目 評定 現状・具体的な取組等 課   題 課題の改善方策 参照資料 

5-19-2 続き ■健康に関する啓発及び教
育を行っているか 
□心身の健康相談に対応す
る専門職員を配置している
か 
□近隣の医療機関との連携
はあるか 

 ・体調不良を学生が訴え

た場合に備え、ベッド

や布団類など一式常備

している。 

・特になし ・特になし ・特になし 

5-19-3 学生寮の

設置など生活環

境支援体制を整

備しているか 

□遠隔地から就学する学

生のための寮を整備して

いるか 

□学生寮の管理体制、委

託業務、生活指導体制等

は明確になっているか 

□学生寮の数、利用人員、

充足状況は、明確になっ

ているか 

３ ・財政的に、独自の学生

寮を整備することは難

易度が高いことから、

外部業者と提携し、適

切な家賃で安全な学生

寮や学生マンションを

斡旋している。 

 

・特になし 

 

・安全で寮によっては食

事の心配もなく安心

した学生生活を送れ

る提携学生寮の案内

パンフレットの封入。 

 

・学生寮の位置、収容数、

管理体制に関する資

料・パンフレット 

・連携体制を示す資料 

5-19-4 課外活動

に対する支援体

制を整備してい

るか 

■クラブ活動等の団体の

活動状況を把握している

か 

■大会への引率、補助金

の交付等具体的な支援を

行っているか 

■大会成績など実績を把

握しているか 

３ ・クラブ活動は各クラブ

に対し必ず専任教員が

顧問になり活動状況を

把握している。大会は

顧問もしくは副顧問が

必ず引率している。 

活動費は原則各クラ

ブ 1 万円と定めてい

る。 

・特になし ・特になし ・特になし 
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5-19 （3/3） 

中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

奨学金担当・学費担当を配置し、奨学金や学費分納、その他学費相談に随時

対応している。学生生活においても寮の斡旋やクラブ活動の支援など様々な

方面で学生を支えている。 

本校独自の学費免除規定や学費分納制度を用意している。 
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5-20 （1/1） 

5-20 保護者との連携 

 

小項目 チェック項目 評定 現状・具体的な取組等 課   題 課題の改善方策 参照資料 

5-20-1 保護者と

の連携体制を構

築しているか 

■保護者会の開催等、学校

の教育活動に関する情報提

供を適切に行っているか 

■個人面談等の機会を保護

者に提供し、面談記録を適

切に保存しているか 

■学力不足、心理面等の問

題解決にあたって、保護者

と適切に連携しているか 

■緊急時の連絡体制を確保

しているか 

３ ・学生の学力不足や心理

面等の問題に対し、随

時担任が学生一人一

人の状況に応じて面

談を行っている。場合

によっては保護者を

交えて三者面談を行

っている。 

・保護者は学生の成績は

郵送で知ることがで

きる。また、出席につ

いては、学生を通じて

随時ポータルで確認

できる。 

・急な連絡事項は、学生

ポータルや郵送物で

保護者接点を確保し

た。 

・保護者宛に成績表を郵

送しており、学修状況

について適切に共有

している。 

・保護者が出席状況・成

績の確認ができるよ

うに可能性を探る。 

・保護者用ポータルを整

備の可能性を探る。 

・特になし 

 

中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

本校はクラス制・チーム担任制になっており、各クラスに２名担任が配置さ

れている。クラス担任がその都度個別面談を通じて学生に応じている。その

中で学力不足や心理面で問題を抱えている学生は保護者と密接な連絡をと

っている。学費納入などの問題についても担当を置き保護者と連携を図り進

めている。 

本校は経済的困難を抱える学生も多く、分納制度を設けているため、保護者

と学費について話す機会も多い。 
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5-21 （1/2） 

5-21 卒業生・社会人 

 

小項目 チェック項目 評定 現状・具体的な取組等 課   題 課題の改善方策 参照資料 

5-21-1 卒業生へ

の支援体制を整

備しているか 

■同窓会を組織し、活動状

況を把握しているか 

■再就職、キャリアアップ

等について卒後の相談に適

切に対応しているか 

□卒業後のキャリアアップ

のための講座等を開講して

いるか 

□卒業後の研究活動に対す

る支援を行っているか 

３ ・毎年 1 回同窓会を開   

 催し約 50 名前後の参

加であるが、コロナの

影響を鑑み、令和 2 年

度～4 年度は中止し

た。 

・卒業後 10 年間の支援

をＨＰに掲載・周知し、

転職・再就職の支援を

行っている。 

・学園の学術研究会で発

表の機会がある。 

・参加人数の減少 

・卒業生への対応が個別

指導になっているの

で、体系化したものが

必要。 

・保育事業者との連携を

深めて、卒業生の在職

状況共有を図る。 

・卒後支援も学校の強みと

してアピールできる仕組

み作り（卒後講座、キャリ

ア報告会の実施）。 

・求人情報閲覧システムを

カスタマイズし、保育事

業者が求人情報を更新す

る際に、卒業生の在職情

報もアップしてもらう。 

 

・求人情報閲覧システムＥ

ＮＭＡＰ資料 

5-21-2 産学連携

による卒業後の

再教育プログラ

ムの開発・実施に

取組んでいるか 

  

■関連業界・職能団体等と

再教育プログラムについて

共同開発等を行っているか 

■学会・研究会活動におい

て、関連業界等と連携・協

力を行っているか 

３ ・東京都私立幼稚園連合

会、東京都民間保育園

協会、群馬県私立幼稚

園協会などと連携を組

み、学会や交流会を開

催している。 

・特になし ・特になし ・特になし 

5-21-3 社会人の

ニーズを踏まえ

た教育環境を整

備しているか 

■社会人経験者の入学に際
し、入学前の履修に関する
取扱いを学則等に定め、適
切に認定しているか 
■社会人学生に配慮し、長
期履修制度等を導入してい
るか 
■図書室、実習室等の利用
において、社会人学生に対
し配慮しているか 
■社会人学生等に対し、就
職等進路相談において個別
相談を実施しているか 
 

 

４ ・社会人学生に配慮し、夜

間コースを設置するとと

もに、昼間コースにおい

ても週 3 日と週 5 日の授

業パターンを設置。職業

訓練生も積極的に受け入

れている。 

・図書室や自習スペースを

夜間まで開放している。 

・希望者へは個別での就職

相談を随時行っている。 

・特になし ・特になし ・単位認定等に関する規

定、実績資料 

・単位認定科目・認定者

一覧 

・施設・設備の共用状況

資料 

・個別相談に関する資料 

・キャリアコンサルタン

ト 2 名常駐 



 

４３ 

 

5-21 （2/2） 

中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

卒業生へ対し、就職相談室や卒後のキャリアチェンジのための相談を承って

いる。 

キャリアコンサルタント 2 名が常駐し、適宜卒業生のキャリアチェンジ支援

に従事している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

４４ 

 

基準６ 教育環境 
 

総括と課題 今後の改善方策 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

１．学校教育において、一人ひとりに確かな学力、

豊かな心、健やかな体をバランスよく育む環境を

提供するための、必要最低限な施設設備を備える

ことは不可欠である。また、本校では、学生一人

ひとりの学習意欲を高め、夢の実現に向けて、熱

意と向上心をもって勉学に励むことのできるカ

リキュラム構成や環境づくりに努めている。   

２．保育・教育の現場において、保育実習・教育実

習（学外実習）を履修する。施設援助の実際を習

得し、保育者・教育者としての理解と自覚を高め

ることを目的としており、毎年多くの学生が実習

を体験している。ここでは、総合的に実践する応

用能力を養い、課題を克服するなど効果的な実習

の実現に向け取り組んでいる。 

 実習指導に関する内容や事前・事後指導において

は、実習担当教員がチームとなり、学生が学内で

学んだ知識や技術を十分に発揮できるよう努め

ている。 

３．資格取得に必須の実習や保育現場での活動にお

いて、学校と現場での連携をさらに取って進めて

いくことと、実習中のフォロー体制が課題であ

る。 

１．今後も、指定保育士養成施設指定基準で定めら

れる事項を遵守し、継続していく。更にこれらを

充実させるために、職業教育機関としての目的や

性格を全教職員が理解するとともに、組織及び施

設についても、その機能が十分発揮できるよう努

めていきたい。 

２．今後も学生の最善の学びを考慮した実習を展開

していく。そのためには、実習指導のプログラム

の構成や実習指導に関する内容を組織的に共有

するための取り組みを一段と強化し、充実させて

いかなければならない。 

３．実習施設に対して、定期的且つ密接な連携体制

と、信頼関係を構築することが大切である。一部

の実習施設については指導内容や評価基準など

についても密に共有しているが、すべての実習施

設についても同様な連携体制を取り、学生の学び

の成長を助長していきたい。 

１．実習の履修 

＜保育実習Ⅰ－１＞ 

保育所で 90時間以上の実習 

＜保育実習Ⅰ－２＞ 

児童福祉入所・通所施設で 90時間以上の実習 

＜保育実習Ⅱ＞ 

保育所で 90時間以上の実習 

＜保育実習Ⅲ＞ 

児童福祉入所・通所施設で 90時間以上の実習 

＜教育実習＞ 

幼稚園で実質２週間の実習を２回 

２．実習の内容 

見学実習、観察実習、参加実習、部分実習、責任

実習（全日実習） 

３．保育現場での活動 

上記実習のほかに 1年次に行う保育体験がある。

保育実習Ⅰ－１にスムーズに臨めるように、慣ら

し実習の意味・目的としている。 

一部の実習先は入学前に確保する必要がある。 

 



 

４５ 

 

6-22 （1/2） 

6-22 施設・設備等 

 

小項目 チェック項目 評定 現状・具体的な取組等 課   題 課題の改善方策 参照資料 

6-22-1  教育上の

必要性に十分対

応した施設・設

備・教育用具等を

整備しているか 

■施設・設備・機器類等は設

置基準、関係法令に適合し、

かつ、充実しているか 

■図書室、実習室など、学生

の学習支援のための施設を

整備しているか 

■図書室の図書は専門分野

に応じ充実しているか 

■学生の休憩・食事のための

スペースを確保しているか 

■施設・設備のバリアフリー

化に取組んでいるか 

■手洗い設備など学校施設

内の衛生管理を徹底してい

るか 

■卒業生に施設・設備を提供

しているか 

■施設・設備等の日常点検、

定期点検、補修等について適

切に対応しているか 

■施設・設備等の改築・改修・

更新計画を定め、適切に執行

しているか 

 ３ ・施設設置基準、関係法令適

合に努め、基準施設等を完

備。図書室には保育に関す

る書籍を中心に、専門書籍

を取り揃えている。また、

更なる学生の学力向上を

目指し、自習スペースの設

置、書籍検索システム、Wi

－Fiを整備している。 

・オンライン授業用にパソコ

ン・タブレットを貸出用に

必要数常備。 

・２階の学生ホールには、自

動販売機、飲食スペースを

完備。４階には就職相談室

を設け、進路指導において

は在校生のみならず、卒業

生も相談室を訪れている。 

・４階にカウンセリング室を

設置。 

・電気、ＥＶ、上下水、キュ

ービクル等の設備点検を

定期的に実施している。 

・エアコンと屋上受電設備の

改修が終了。調理室のＩＨ

化が完了 

・トランスジェンダーの方に

配慮し 7 階に「だれでもト

イレ」を設置した。 

・１階入口より各階教

室へのバリアフリー

化は整備されている

が、経年劣化が校舎

全体に見受けられる

ため修繕診断、及び

修繕計画の立案が必

要。 

・トイレにおいては躯

体・構造上バリアフ

リー化が困難であり

課題となっている。 
 

・経年劣化が進んでいる

箇所は適宜修繕。予算

を確保している。 

・施設、設備一覧、 

設置基準、関係

法令 

・施設・設備利用状

況に関する資料 

・設備の点検管理 

表 

・改築、回収、更新

計画と実施状況

資料 

 



 

４６ 

 

6-22 （2/2） 

中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

新型コロナウィルス 5 類移行により対面授業が再開したが、必要に応じてオ

ンライン（ブレンデット）授業も引き続き併用、体制を整えている。 

特になし。 

 

 



 

４７ 

 

6-23 （1/2） 

6-23 学外実習、インターンシップ等 

 

小項目 チェック項目 評定 現状・具体的な取組等 課   題 課題の改善方策 参照資料 

6-23-1 学外実習、

インターンシッ

プ、海外研修等の

実施体制を整備

しているか 

■学外実習等について、意

義や教育課程上の位置づけ

を明確にしているか 

 

■学外実習等について、実

施要綱・マニュアルを整備

し、適切に運用しているか 

 

■関連業界等との連携によ

る企業研修等を実施してい

るか 

 

■学外実習について、成績

評価基準を明確にしている

か 

 

■学外実習等について実習

機関の指導者との連絡・協

議の機会を確保しているか 

 

■学外実習等の教育効果に

ついて確認しているか 

 

 

４ ・学外実習等の意義や教

育課程上の位置づけに

ついては、各実習要項

に明記しており、適切

に運用している。 

・初年次学生に対して、

産学連携週を授業期間

内に設定し、『保育現場

での活動』として、連

携企業にて保育園見学

を年に 4回実施してい

る。 

・現状は、実習の成績評

価については、学校で

作成した評価表を実習

先に送付し、評価を実

習先に依頼している。

一部のクラスでは実習

期間中に中間振り返り

を実施。 

・学生の実習中に担当教

員が実習先を訪問し、

協議・連携しながら指

導にあたっている。  

 

・今後、社会的状況の変

化に伴い実習要綱も

リニューアルの必要

がある。  

・初年次学生向けの『保

育現場での活動』の実

施回数増加に伴い、見

学園数が増加したの

で、新規実習先ともよ

り丁寧に協議・連携す

ることが求められる。  

・実習園に対して示す、

実習の評価表をより

本校の DP に合ったも

のに改良していく必

要がある。 

・一部もクラスで実施し

た実習期間中の中間

振り返りを全クラス

に広げていく。 

・状況に応じて、実習要

綱の改定もしくは説

明資料追加の検討を

行う。  

・産学連携週の『保育現

場での活動』の、連携

企業での保育園見学

を受け入れてくれて

いる法人・園に対し、

情報共有や目的の説

明を引き続き丁寧に

行っていく。 

・保育園見学時について

は見学時の観点を設

定しており、さらにふ

り返り時の項目をき

っかけに現場指導者

の方と具体的なふり

返りを想定している。 

 

・各実習要項 

・文部科学省委託事業

の資料 

・実習成績評価に関す

る資料 

・実習報告会の資料 

・行事に関する資料 

 



 

４８ 

 

5-19 （2/2） 

小項目 チェック項目 評定 現状・具体的な取組等 課   題 課題の改善方策 参照資料 

6-23-1 続き ■学校行事の運営等に学生

を積極的に参画させている

か 

 

■卒業生・保護者・関連業

界等、また、学生の就職先

に行事の案内をしているか 

 

 ・実習終了後には、実習

報告会を実施するなど

して事後指導を丁寧に

実施しており、実習後

アンケート等で教育効

果について随時確認し

ている。  

・学校行事も対面実施が

可能となってきた為、

学生が参加しやすいイ

ベントを企画実施して

いる。 

 

・週 3 クラス、昼間コー

ス、夜間主コースとい

ったクラス編成のた

め、学校全体での行事

は実施が難しい。従っ

て、学校行事の運営に

学生が積極的に参画

するのは困難。 

・どんな行事、イベント

が学生にとって満足

度が高いのか試行錯

誤が必要。 

・ 学生へのアンケート

結果をもとに、学生

のニーズに合わせた

行事の計画を行う。 

・ 開催日や開催場所、

頻度などを学生の実

態に合わせたものに

カスタマイズし、実

践する。 

 

・特になし 

 

中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

資格取得のための実習については、指定保育士養成施設に求められる学習カ

リキュラムに則っとり実施している。さらに実習前の『保育現場での活動』

や実習報告会を実施するなど、実習前・実習後の指導も丁寧に行っている。 

学校生活の充実のために、学生の満足度の高い行事・イベントを模索してい

る。 

文部科学省委託事業で開発した、ふり返りシステムを用いて『保育現場での

活動』の保育園見学を行っている。 

様々な年齢層・生活パターン、生活環境の学生がいるので、画一的な行事・

イベントの実施が難しい。 

 

 

 

 



 

４９ 

 

6-24 （1/2） 

6-24 防災・安全管理 

 

小項目 チェック項目 評定 現状・具体的な取組等 課   題 課題の改善方策 参照資料 

6-24-1 防災に対

する組織体制を

整備し、適切に運

用しているか 

■学校防災に関する計画、

消防計画や災害発生時にお

ける具体的行動のマニュア

ルを整備しているか 

■施設・建物・設備の耐震

化に対応しているか 

■防災・消防施設・設備の

整備及び保守点検は法令に

基づき行い、改善が必要な

場合は適切に対応している

か 

□防災（消防）訓練を定期
的に実施し、記録を保存し
ているか 

■備品の固定等転倒防止な

ど安全管理を徹底している

か 

■学生、教職員に防災教育・

研修を行っているか 

２ ・毎年後期のオリエンテ

ーション時に、避難訓

練を計画していたが、

時間の制約があり全体

での訓練は見送った。

なお、具体的な行動マ

ニュアルは年に一度見

直しをしている。 

・定期設備点検を年 2回

実施している。 

・各フロアには避難図の

掲示をし、学生が常時

確認できる環境であ

る。防災用品専用の倉

庫もあり、備蓄の管理・

チェックをしている。 

 

・マニュアルの刷新が必

要である。 

・避難訓練の時間確保が

難しい。 

・最新のマニュアル（手

引き）を参照しながら

刷新する。 

・避難経路を示すことが

できる動画を作成し、

学生に配信する。 

・学生便覧 

6-24-2 学内にお

ける安全管理体

制を整備し、適切

に運用している

か  

■学校安全計画を策定して

いるか 

■学生の生命と学校財産を

加害者から守るための防犯

体制を整備し、適切に運用

しているか 

■授業中に発生した事故等

に関する対応マニュアルを

作成し、適切に運用してい

るか 

３ ・防犯対策やセキュリテ

ィー、警備等について

は警備会社に、建物の

保守は、専門業者に委

託し管理を行ってい

る。 

・災害や事故が発生した

時にはすぐに行動でき

るようにマニュアルを

作成している。 

・授業中に災害や事故が

発生した際の対応を

非常勤講師とも共有

する必要がある。 

 

・既存のマニュアルを最

適化し非常勤も含め

た教職員に周知、共有

を図る。 

学生便覧 

 



 

５０ 

 

6-24 （2/2） 

小項目 チェック項目 評定 現状・具体的な取組等 課   題 課題の改善方策 参照資料 

6-24-2 続き ■薬品等の危険物の管理に
おいて、定期的にチェック
を行うなど適切に対応して
いるか 
■担当教員の明確化など学
外実習等の安全管理体制を
整備しているか 

３ 

 

・実習に携わる担当は明

確化されており、担当

教員が常に共有、連携

している。保険にも加

入している。 

・教職員の異動等により

担当、役割を再度明確

する必要がある。 

・新しい担当を選任し、学

内周知・共有を図る。 
 

 

 

 

中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

現在策定されている防災計画をもとに、学生・教職員の安全をしっかり守れ

る体制を整備していく。そのうえで、授業中の事故防止策について、専任教

員だけでなく非常勤講師も同じ目線で取り組むことが必要である。 

引き続き、災害時の行動マニュアル等を最適化する。避難経路を示す動画を

作成し学生に視聴させる。防災品の備蓄状況を適宜確認、補充する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

５１ 

 

基準７ 学生の募集と受入れ 
 

総括と課題 今後の改善方策 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

１．本校の教育目標（「6つのチカラ」を獲得した保

育者の育成））に加え、学習のコンセプト「体感」

「体験」「体得」をキーワードに、入学希望者の望

む学習に応えられる学校であることを適切に伝

える。 

２．「学校案内」「学生募集要項」等のツールをはじ

め、ホームページ上での情報発信や各媒体への出

稿、募集イベントを通じ、入学希望者の属性・ニ

ーズに合った適切かつ十分な情報提供・広報活動

を行う。 

３．在学中に何を学び、どんな力がつき、どんな資

格が取得できるかを明示、また実習、就職指導内

容や就職データを明示することで、入学希望者が

在学中～卒業後のキャリアまでをイメージでき

るようにする。 

 

１．オープンキャンパス等のイベント参加者／出願

者／入学者に対し、アンケート調査を実施してい

る。学校選択の基準や、入学検討時に適切な情報

提供がなされているかについて、より正確な状況

把握・分析と募集活動の適正化をはかる。 

２．学生の受け入れにあたり、入学希望者の属性や

入試時期に合わせた募集情報の提供を行う。 

３．来校時の個別相談等で得られた入学希望者一人

ひとりについての情報を学内で共有することで、

より精度の高い入試運営へとつなげ、本校と入学

志願者双方のミスマッチを防ぐ。 

１．広報は自校ホームページだけでなく、複数の SNS

（X、YouTube、Instagramなど）も活用している。 

２．入学希望者の多様な属性・希望に合わせた募集

イベントを実施している。 

（体験授業／オープンキャンパス／学費相談会等） 

３．安心して入学・学習に専念できるよう、本校独

自の学費減免制度や学費サポート、入学前学習

(ピアノレッスン・資格取得講座)などを実施して

いる。 

 



 

５２ 

 

7-25 （1/2） 

7-25 学生募集活動 

 

小項目 チェック項目 評定 現状・具体的な取組等 課   題 課題の改善方策 参照資料 

7-25-1 高等学校

等接続する教育

機関に対する情

報提供に取組ん

でいるか 

■高等学校等における進学

説明会に参加し教育活動等

の情報提供を行っているか 

■高等学校等の教職員に対

する入学説明会を実施して

いるか 

■教員又は保護者向けの

「学校案内」等を作成して

いるか 

４ 

 

・本校の教育理念・教育

方針・アドミッション・

ポリシーを明確に入学

パンフレット・募集要

項に記載し、入学希望

者が正しく学校選択が

できるよう努めてい

る。また、高等学校内

や本校の学校説明会に

おいて「職業理解講座」

や「体験授業」を実施

し、本校の特徴や授業

の提供に取り組んでい

る。 

・高校訪問時における印

象付け 
・高校側が分かりやすい

資料の作成 
・学校案内パンフレッ    

 ト 

・学校リーフレット 

7-25-2 学生募集

を適切かつ効果

的に行っている

か 

■入学時期に照らし、適切

な時期に願書の受付を開始

しているか 

■専修学校団体が行う自主
規制に即した募集活動を行
っているか 
■志願者等からの入学相談
に適切に対応しているか 

■学校案内等において、特

徴ある教育活動、学修成果

等について正確に、分かり

やすく紹介しているか 

■広報活動・学生募集活動
において、情報管理等のチ
ェック体制を整備している
か 

 

４ 

 

・東京都専修学校各種学

校協会の規制に即し、

総合型選抜の開始時期

や出願受付時期を順守

し、募集活動を適切に

実施している。 

・学校のホームページや

パンフレットには、カ

リキュラムの概要やゼ

ミなど本校の学びの特

色などの教育活動を志

願者にわかりやすく掲

載している。 

・志願者の入学相談に関

しては、教職員及び在

校生が応えている。 

・HPが重く、情報が取り

にくい状態 
・閲覧者が見やすく、魅

力的に感じる HP へと

リニューアルする 

・募集要項 

・学校ＨＰ 



 

５３ 

 

7-25 （2/2） 

小項目 チェック項目 評定 現状・具体的な取組等 課   題 課題の改善方策 参照資料 

7-25-2 続き ■体験入学、オープンキャ

ンパスなどの実施におい

て、多くの参加機会の提供

や実施内容の工夫など行っ

ているか 

■志望者の状況に応じて多

様な試験・選考方法を取入

れているか 

４ 

 

・オープンキャンパスを

毎週末に実施してお

り、各学科の学びの特

徴を体験できる模擬授

業を行うほか、園や施

設からゲストスピーカ

ーを招聘するなど毎回

プログラム内容を創意

工夫している。 

・特になし ・特になし ・特になし 

 

中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

今後、大学全入時代・少子高齢化が進み、ますます厳しくなることが予想さ

れる専門学校の募集状況下において、本校の独自性を意識しながら他校との

比較の上で募集計画を立て、それを確実に実行できるよう、学内の募集活動

体制を整備する必要がある。また企業や他校との連携を強化し、新たな学び

の機会創出に努めている。 

特になし。 

 

 

 



 

５４ 

 

7-26 （1/2） 

7-26 入学選考 

 

小項目 チェック項目 評定 現状・具体的な取組等 課   題 課題の改善方策 参照資料 

7-26-1 入学選考

基準を明確化し、

適切に運用して

いるか 

■入学選考基準、方法は、

規程等で明確に定めている

か 

■入学選考等は、規程等に

基づき適切に運用している

か 

■入学選考の公平性を確保

するための合否判定体制を

整備しているか 

４ 

 

・公益社団法人東京都専

修学校各種学校協会の

自主規制ルールを遵守

し、募集要項の記載内

容は誤解を与える表記

がないように努めてい

る。 

・アドミッション・ポリ

シーを明確に定めてい

る。 

・特になし ・特になし ・総合型選抜面談評価表 

・評価基準 

・面接評価表 

 

 

7-26-2 入学選考

に関する実績を

把握し、授業改善

等に活用してい

るか 

■学科毎の合格率・辞退率

などの現況を示すデータを

蓄積し、適切に管理してい

るか 

■学科毎の入学者の傾向に

ついて把握し、授業方法の

検討など適切に対応してい

るか 

■学科別応募者数・入学者
数の予測数値を算出してい
るか 
■財務等の計画数値と応募
者数の予測値等との整合性
を図っているか 

４ 

 

・データ情報は細かく数

値化し、毎週全教職員

で共有する。学科別の

志願者数・入学者数・

入学者傾向などは次年

度の学生募集やカリキ

ュラム編成・学生指導

に活かしている。 

また各データを鑑み

た上での入学者数の

予測値を算出し、最終

的には財務面との整

合性を図っている。 

・入学者の傾向や新入生

アンケートの結果に

より授業方法や魅力

的なカリキュラムの

構築に繋げられるよ

うにする。 

・分野別会議などを通じ

て検討を進めていく。 

・学生情報管理システム 

 



 

５５ 

 

 

7-26 （2/2） 

中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

入学選考基準については、ルールの順守や公平性の確保を図るための体制を

整備している。また学科毎のデータを適切に管理し、次年度の学生募集やカ

リキュラム編成・学生指導に活かしている。 

特になし。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

５６ 

 

7-27 （1/1） 

7-27 学納金 

 

小項目 チェック項目 評定 現状・具体的な取組等 課   題 課題の改善方策 参照資料 

7-27-1 経費内容

に対応し、学納金

を算定している

か 

■学納金の算定内容、決定

の過程を明確にしているか 

■学納金の水準を把握して

いるか 

■学納金等徴収する金額は
すべて明示しているか 

４ 

 

・毎年首都圏の養成校の

学納金一覧を作成し、

学納金の水準を把握し

ている。 

・入学者に対しては「学

費納入のご案内」で学

納金の具体的な内訳を

明示し徴収をおこなっ

ている。 

・学費や減免制度につい

て、全教職員が志願者

に適切に説明できる

よう周知徹底を図る。 

・説明資料として「学費

一覧表」「学費減免制

度併用パターン表」の

情報更新をし、全教職

員が学費の説明がし

やすいよう整備する。 

・学則 

・学生便覧 

・学費シミュレーション 

7-27-2 入学辞退

者に対し、授業料

等について、適正

な取扱を行って

いるか 

■文部科学省通知の趣旨に

基づき、入学辞退者に対す

る授業料の返還の取扱いに

対して、募集要項等に明示

し、適切に取扱っているか 

４ 

 

・入学辞退者に対する授

業料の返還に関して

は、文部科学省の方針

に従い、「入学募集要

項」やホームページに

記載し、適正に取り扱

っている。 

・特になし ・特になし ・特になし 

 

中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

学科申請時の予算編成時において経費内容に対応した学納金の算定をして

いる。また入学辞退者に対しての授業料返還等についても、文部科学省の方

針に従い、適切に対処している。 

特になし 

 

 

 



 

５７ 

 

 

基準８ 財 務 
 

総括と課題 今後の改善方策 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

１．本校の財務状況は、入学者数の減少に伴い、経

常収支差額がマイナスとなっている。入学者数の

確保は喫緊の重要課題である 

２．財務基盤の安定化には、入学者確保はもちろん、

退学者の抑制を図ることが重要である。また、経

費の見直しや効率化による経費削減を図りつつ、

教育効果・学生満足度の向上を見据えたバランス

のとれた学校運営を行っていく必要性がある。 

 

１． 経費の更新契約については、定期的な見直しを

行い、常にコスト削減に努める。 

２． 空き教室の活用など、今ある資産を活かして収

入を得る。 

３． 社会のニーズを捉えた附帯授業を展開し、収入

を得る。 

１．学園の集中購買により、定期的な経費の見直し

や効率化が図れる。 

２．予算統制標準規程の運用により、効果的な予算

編成・執行が可能である。 

３．内部監査室・公認会計士・監事の連携により、

財務における監査体制を整備している。 

 



 

５８ 

 

8-28 （1/2） 

8-28 財務基盤 

 

小項目 チェック項目 評定 現状・具体的な取組等 課   題 課題の改善方策 参照資料 

8-28-1 学校及び

法人運営の中長

期的な財務基盤

は安定している

か 

■応募者数・入学者数及び

定員充足率の推移を把握し

ているか 

■収入と支出はバランスが

とれているか 

■貸借対照表の翌年度繰越

収入超過額がマイナスにな

っている場合、それを解消

する計画を立てているか 

■消費収支計算書の当年度
消費収支超過額がマイナス
となっている場合、その原
因を正確に把握しているか 
■設備投資が過大になって
いないか 
■負債は返還可能の範囲で
妥当な数値となっているか 
 

2 ・令和5年度の入学者は、

定員未達となった。募

集広報体制を強化し、

定員確保に努める。 

・収支状況は、学生数の

減少に伴い経常収支が

マイナスとなってい

る。無駄な経費を抑え、

赤字額の削減を図って

いる。 

・学生募集の他、附帯教

育や新規事業への取り

組みを加速させる。 
 

・財務基盤を安定させる

ためには、各学科にお

ける定員確保及び中

途退学者の削減が必

要である。 

・学園行動指針である

「チェンジアンドチ

ャレンジ」・「スチュー

デントファースト」を

実行し、競争力強化に

努める。 

 

・事業活動報告参考資料 

（入学者数報告） 

（在校生数報告） 

・事業活動収支内訳表 

8-28-2 学校及び

法人運営に係る

主要な財務数値

に関する財務分

析を行っている

か 

■最近 3 年間の収支状況

（消費収支・資金収支）に

よる財務分析を行っている

か 

■最近 3 年間の財産目録・

貸借対照表の数値による財

務分析を行っているか 

 

３ ・適切な財務運営を行う

ため、収支状況および

貸借対照表の財務分析

を行い、理事会、評議

員会で報告している。 

・主要な財務比率状況に

ついては、教職員の管

理職層にまで広げ、収

支意識の強化に努め

る必要がある。 

・財務分析に基づいた中

期計画を立て、予算・

収支計画の策定及び、

その執行体制を整備

する。 

・事業報告書 

（Ⅲ財務の概要） 

・負債償還計画表 



 

５９ 

 

8-28 （2/2） 

小項目 チェック項目 評定 現状・具体的な取組等 課   題 課題の改善方策 参照資料 

8-28-2 続き ■最近 3 年間の設置基準等

に定める負債関係の割合推

移データによる償還計画を

策定しているか 

■キャッシュフローの状況

を示すデータはあるか 

■教育研究費比率、人件費

比率の数値は適切な数値に

なっているか 

■コスト管理を適切に行っ

ているか 

■収支の状況について自己

評価しているか 

■改善が必要な場合におい

て、今後の財務改善計画を

策定しているか 

４ ・令和 5 年度の負債率、

負債償還率は、設置基

準を満たしている。負

債償還計画を基に、計

画的に返済を進めてい

る。 

・経理規程に基づき、月

次試算表を作成し、四

半期ごとに学園運営会

議で報告している。ま

た、収支の均衡状況把

握のため、比較財務報

告書を作成し、予算管

理を行っている。 

・教育管理経費比率、人

件費比率の数値は適正

である。 

・稟議制度により、2 社

以上の見積もりを行

い、適正な支出額の把

握に努めている。また、

学園の集中購買によ

り、経費削減にも努め

ている。必要な財務改

善が発生した場合は、

翌年の予算編成方針に

反映させている。 

 

 

・経費の更新契約につい

ては、定期的な見直し

を行い、コスト削減を

図る必要がある。 

・学園の集中購買によ

り、定期的な経費の見

直しを行い、コスト削

減に努める。 

 

 

中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

財務基盤の安定化には、継続的に安定した入学者を確保することが最重要課

題であり、経費の見直しや効率化による経費削減を図りつつも、教育活動の

財源確保に努め入学者の確保に努める。 

学園の集中購買により、定期的な経費の見直しや効率化が図れる。 

 



 

６０ 

 

8-29 （1/1） 

8-29 予算・収支計画 

 

小項目 チェック項目 評定 現状・具体的な取組等 課   題 課題の改善方策 参照資料 

8-29-1 教育目標

との整合性を図

り、単年度予算、

中期計画を策定

しているか 

■予算編成に際して、教育

目標、中期計画、事業計画

等と整合性を図っているか 

■予算の編成過程及び決定

過程は明確になっているか 

４ ・予算編成に際しては、

中期事業計画を年度の

予算編成方針に反映さ

せ、予算編成要領に沿

って明確な予算編成に

努めている。また、予

算統制標準規程に基づ

き、予算会議において、

各予算単位の予算原案

を審議、学園経営会議

で原案を決定、3 月の

理事会・評議員会で審

議決定している。 

・特になし ・特になし ・特になし 

8-29-2 予算及び

計画に基づき、適

正に執行管理を

行っているか 

■予算の執行計画を策定し

ているか 

■予算と決算に大きな乖離

を生じていないか 

■予算超過が見込まれる場

合、適切に補正措置を行っ

ているか 

■予算規程、経理規程を整
備しているか 
■予算執行にあたってチェ
ック体制を整備するなど誤
りのない適切な会計処理行
っているか 

４ ・予算執行については、

予算統制標準規程の第

6章「予算の実行」・第

7 章「予算実績の対照

及び差異分析」に基づ

き実行している。 

・予算超過については、

大科目間の流用にて対

応している。稟議書に

予算流用書を添付し、

予算と決算に乖離が生

じないよう努めてい

る。 

・特になし ・特になし ・経理規程 

・予算統制標準規程 

 

中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

予算については、予算統制標準規程に基づき進めており、適切な予算編成及

び管理が行われている。 

予算統制標準規程の運用により、効果的な予算編成・執行が可能である。 



 

６１ 

 

8-30 （1/1） 

8-30 監査 

 

小項目 チェック項目 評定 現状・具体的な取組等 課   題 課題の改善方策 参照資料 

8-30-1 私立学校

法及び寄附行為

に基づき、適切に

監査を実施して

いるか 

■私立学校法及び寄附行為
に基づき、適切に監査を実
施しているか 
■監査報告書を作成し理事
会等で報告しているか 
■監事の監査に加えて、監
査法人による外部監査を実
施しているか 
■監査時における改善意見
について記録し、適切に対
応しているか 

４ ・監事は、本学園の寄附

行為第 14条に基づき、

適切に監査を実施し、

監査報告書を作成、理

事会、評議員会に提出

している。 

・外部監査は、公認会計

士による会計監査を毎

期実施している。また、

内部監査室による会計

監査（年 3 回）及び三

様監査（年 2回）を実

施している。 

・監査時に改善意見が出

た場合は、速やかに対

応している。 

・内部監査と外部監査に

より、財務諸表の妥当

性が担保されている

が、継続し適正性を確

保する必要がある。 

・内部監査室・公認会計

士・監事と連携を図

り、適正な財務諸表作

成に努める。 

・監査報告書 

・独立監査法人の監査

報告書 

 

中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

財務における会計監査は適正に行われている。内部監査室における会計監

査、公認会計士の外部監査、監事監査を行い、監事が監査報告書を作成、理

事会に提出している。 

内部監査室・公認会計士・監事の連携により、財務における監査体系が整備

されている。 

 



 

６２ 

 

8-31 （1/1） 

8-31 財務情報の公開 

 

小項目 チェック項目 評定 現状・具体的な取組等 課   題 課題の改善方策 参照資料 

8-31-1 私立学校

法に基づく財務

公開体制を整備

し、適切に運用し

ているか 

■財務公開規程を整備し、

適切に運用しているか 

■公開が義務づけられてい

る財務帳票、事業報告書を

作成しているか 

■財務公開の実績を記録し

ているか 

■公開方法についてホーム

ページに掲載するなど積極

的な公開に取組んでいるか 

３ ・本学園は、財務書類等

閲覧規程に沿って、閲

覧希望者に財産目録・

収支計算書・貸借対照

表・事業報告書・監査

報告書を開示してい

る。 

また、学園の HP にて、

財務諸表を公開して

いる。 

特になし 

 

特になし 

 

・財務書類等閲覧規程 

 

中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

特になし。 

 

特になし。 

 

                            

 

 

 

 

 



 

６３ 

 

基準９ 法令等の遵守 
 

総括と課題 今後の改善方策 
特記事項（特徴・特色・

特殊な事情等） 

１．法令等の遵守 

本校が守るべき教育に係る法令などの主なものは次の通りである。 

〇教育基本法・学校教育法・専修学校設置基準・私立学校法・児童福祉

法など 

校舎など建物の維持管理のうえで遵守すべき法令等は次の通りである。 

〇建築基準法・消防法など 

そして教職員や学生に係る法令などは次の通りである。 

〇学校保健法・個人情報保護法など 

以上の通り本校が遵守すべき法令等は多岐にわたり、結果、所管庁につ

いても文部科学省、厚生労働省、東京都、新宿区等と関係団体は幅広い。

従って、学校運営において申請・届出・報告等の業務が、内容・期日に

おいても重複することが多く、また業務繁忙期に重なることとなる。 

その様な状況において、外部業者等の関係者と協力しつつ、関係法令を

遵守し、申請・届出等の業務について遺漏・遅滞なく提出されている。 

２．個人情報保護 

学生・教職員の個人情報の保護は、重大な社会的責任と認識し、個人の

権利保護、法令の遵守を目指すために「個人情報保護方針」を定め、Ｈ

Ｐに公開している。 

また、「個人情報保護マニュアル」を策定し、個人情報保護に関する管理

レベルの維持・向上、情報主体への安心感の提供と満足の向上を目指し

ている。 

３．自己点検・自己評価 

平成２３年度以降、自己点検・自己評価を実施し報告書を作成し、教職

員等へ公開するとともに、ＨＰで報告書を公開。 

平成２６年度には第三者評価も実施。以降毎年 2回授業アンケートを実

施し、各教員による振り返りを実施。 

１．法令等の遵守 

法令等の趣旨・目的・内容の理解を高める。 

新しい制度（法律）発足時には、研修等の手段をとお

し、普及啓発に努め、規程整備をすすめた。 

しかし現状では、規定整備・規定理解の向上について

は更に改善の余地がある。 

今後は各官庁への申請・届出・報告のチェックリスト

を作成し、関係規程の見直し・提出書類の事前チェッ

クに役立てていく。さらに他の分野においても複数

年を含む年次計画・チェックリストを作成し遺漏・遅

滞ない提出を徹底する。 

２．個人情報保護 

法令の施行されたときに作成された「個人情報保護

方針」「個人情報保護マニュアル」について常に見直

し、改定作業を進めていく。 

３．自己点検・自己評価 

毎年度、継続的に実施する体制の整備。 

毎年度 2回の授業アンケートの実施を決定。 

そして第三者評価の内容の周知徹底を図り、今後の

業務改善に役立てる体制をつくる。 

 

・個人情報保護方針 

・個人情報保護マニュア  

 ル 

・ハラスメント委員会に

よる教職員向け「ガイ

ドブック」 

 

 



 

６４ 

 

9-32 （1/1） 

9-32 関係法令、設置基準等の遵守 

 

小項目 チェック項目 評定 現状・具体的な取組等 課   題 課題の改善方策 参照資料 

9-32-1 法令や専

修学校設置基準

等を遵守し、適正

な学校運営を行

っているか 

■関係法令及び設置基準等

に基づき、学校運営を行う

とともに、必要な諸届等適

切に行っているか 

■学校運営に必要な規則・

規程等を整備し、適切に運

用しているか 

■セクシュアルハラスメン

ト等ハラスメント防止のた

めの方針を明確化し、防止

のための対応マニュアルを

策定して適切に運用してい

るか 

■教職員、学生に対し、コ

ンプライアンスに関する相

談受付窓口を設置している

か 

■教職員、学生に対し、法

令遵守に関する研修・教育

を行っているか 

４ ・関係行政・団体に対す

る申請・届出業務を事

務長に一本化し、適切

な対応を行っている。 

・ハラスメントについて

はハラスメントに関す

る意見窓口を設置。教

職員にはマニュアル作

成し、共有済。学生に

は学則及び学生便覧に

て周知。 

・相談窓口は、担当を設

置し担当が中心で行

う。外部弁護士も対応

可能。 

・会議及び通知文で啓

発。必要に応じて勉強

会を実施。 

・時代に則した学則の変

更と迅速な対応。 

・変更点の周知徹底。 

・学生に向けた相談室に

関する広報不足。 

・定期的な研修を増やす

必要あり。 

・平成２６年度に、管理

職による「学校経営会

議」を発足し、毎月実

施することでガバナ

ンスを強化している。

法令にまつわる判断

が早くなった。 

・毎月、全教職員が集ま

る「全体会」を実施。

全教職員への周知徹

底を図っている。 

・クラスルームを利用し

た学生への広報の強

化。 

・研修については外部講

師や設置法人や系列

学校との共同で取り

組む。 

・教職員向けハラスメン

トガイドブック 

・学則 

・学生便覧 

 

中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

設置法人も含めて法令等を遵守し、適正な運営をする。「学校経営会議」の設

置により、法令順守・ガバナンスは強化された。今後は「学校運営会議」で

も学校運営に関しての議論判断を行っていく。 

特になし 

 

 



 

６５ 

 

9-33 （1/1） 

9-33 個人情報保護 

 

小項目 チェック項目 評定 現状・具体的な取組等 課   題 課題の改善方策 参照資料 

9-33-1 学校が保

有する個人情報

保護に関する対

策を実施してい

るか 

■個人情報保護に関する取

扱方針・規程を定め、適切

に運用しているか 

■大量の個人データを蓄積

した電磁記録の取扱いに関

し、規程を定め、適切に運

用しているか 

■学校が開設したサイトの

運用にあたって、情報漏え

い等の防止策を講じている

か 

■学生・教職員に個人情報

管理に関する啓発及び教育

を実施しているか 

４ ・「個人情報保護規程」に

おいては法対応に基づ

いた改定も行いつつ、

適切に運用できるよう

取り組んでいる。 

・個人情報の漏洩防止の

ため、書庫は施錠し、

PC は使用者がパスワ

ードを設定し、管理し

ている。 

・学校のホームページ

は、情報漏洩策を講じ

ている。 

・教職員のリテラシーに

差があるため、個別に

啓発している。 

 

・個人情報へのアクセス

権限の見直しの検討

（権限付与は最小限

に） 

・現状大きなトラブルは

ないが、より一層注意

した対応を取ってい

く。 

・学生への啓発の強化。 

・学生に対して、SNS に

よる個人情報の漏洩

に関する講義など教

育、指導を行う必要が

ある。 

・「個人情報保護方針」の

より高いセキュリテ

ィーレベルへの見直

し。 

・クラスルーム等を利用

した学生への啓発強

化。 

 

・個人情報保護方針 

・個人情報保護マニュア

ル 

 

中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

学校が保有する個人情報については、諸規程の整備により適切に運用され、

大きな事故には至っていない。一方で継続的な諸規定の強化や学生への啓発

は、更なる強化をしていく。 

特になし。 

 

 



 

６６ 

 

9-34 （1/2） 

9-34 学校評価 

 

小項目 チェック項目 評定 現状・具体的な取組等 課   題 課題の改善方策 参照資料 

9-34-1 自己評価

の実施体制を整

備し、評価を行っ

ているか 

■実施に関し、学則及び規
程等を整備し実施している
か 

■実施に係る組織体制を整

備し、毎年度定期的に全学

で取組んでいるか 

■評価結果に基づき、学校

改善に取組んでいるか 

３ ・学則第 1 章 総則第 3

条（自己点検・評価） 

・平成 24 年度年より自

己評価を実施。全教職

員で体制を確立し運営

している。 

・平成 26 年度より授業

アンケートを実施して

おり、現在も継続中。 

・平成 26 年度に第三者

評価も実施。 

・各部署、担当者への適

切な割り振りや、自己

評価の意義づけが十

分でない。 

 

・自己評価の意義づけが

全教職員に十分理解

されるように、研修会

などを実施する。 

・学則 

・自己評価報告書 

・学校関係者評価委員会

議事録 

9-34-2 自己評価

結果を公表して

いるか 

■評価結果を報告書に取り

まとめているか 

■評価結果をホームページ

に掲載するなど広く社会に

公表しているか 

４ ・ホームページ上にて報

告書を公表している 

・トップページからの直

接アクセスを可能にし

ている。 

・特になし ・特になし ・自己評価報告書 

9-34-3 学校関係

者評価の実施体

制を整備し評価

を行っているか 

 

 

 

 

 

■実施に関し、学則及び規

程等を整備し実施している

か 

■実施に際して組織体制を

整備し、実施しているか 

□設置課程・学科に関連業

界等から委員を適切に選任

しているか 

■評価結果に基づく学校改
善に取組んでいるか 
 
 

３ ・学則第 1 章 総則第 3

条（自己点検・評価） 

・関連業界（社会福祉法

人・公益財団法人）か

ら委員が参加する「学

校関係者評価委員会」

を設置し、年 2 回の委

員会を実施。 

・委員会で頂いたご意見

ご提案等を次年度の取

り組みに活かしてい

る。 

・学校関係者評価の項

目、委員の選任につい

ては課題があると考

えており、学校の教育

活動全般を評価する

ための委員会を目指

さなければならない。 

・学校関係者評価委員の

メンバーを新たに再

編。有識者や保育関連

団体の代表者など、幅

広い視点を持った委

員の方を招聘する。 

・学則 

・学校関係者評価委員会

議事録 

 



 

６７ 

 

9-34 （2/2） 

小項目 チェック項目 評定 現状・具体的な取組等 課   題 課題の改善方策 参照資料 

9-34-4 続き ■評価結果を報告書に取り

まとめているか 

■評価結果をホームページ

に掲載するなど広く社会に

公表しているか 

３ ・ホームページ上にて報

告書を公表している 

・トップページからの直

接アクセスを可能にし

ている。 

・外部への公表及び内部

共有を行っている。 

 ・学校関係者評価報告  

 書 

 

中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

毎年 2 回の教育課程編成委員会と学校関係者評価委員会を実施するにあた

り、教育内容改善に重きがおかれ、学校運営など学校全体の取り組みという

観点は弱かった。今後は、学校関係者評価委員については、学校全般を評価

して頂くためにも幅広い立場の方を委員として選任する必要がある。 

特になし。 

  



 

６８ 

 

9-35 （1/1） 

9-35 教育情報の公開 

 

小項目 チェック項目 評定 現状・具体的な取組等 課   題 課題の改善方策 参照資料 

9-35-1 教育情報

に関する情報公

開を積極的に行

っているか 

■学校の概要、教育内容、

教職員等教育情報を積極的

に公開しているか 

■学生、保護者、関連業界

等広く社会に公開するため

の方法で公開しているか 

４ ・文科省の情報公開ガイ

ドラインに沿ってホー

ムページにて教育情報

を公開している。 

 

・他校の公開状況を学ぶ

必要がある。 

・情報公開状況、頻度、

方法のチェック。 

・学校ＨＰ 

 

 

中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

教育情報の公開は一定の水準で実施できている。一方で、現状は学校内部で

管理できている状況であるが、外部の意見も積極的に取り入れ改善していき

たいと考える。 

特になし。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

６９ 

 

基準１０ 社会貢献・地域貢献 
 

総括と課題 今後の改善方策 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

１．本校は、1993 年よりボランティア推進のモデル校

となり、ボランティアをはじめ、様々な活動を通し積

極的な社会貢献、地域貢献に長年取り組んでいる。 

主な活動では、クリーン大作戦、リアン文京こども祭

り、七生福祉園祭等のボランティア活動のほか、サー

クル単位で子ども向けに読み聞かせなどを実施して

きた。 

２．また、学校掲示以外のボランティアでも報告、連

絡、相談により学生自身の活動を把握し、記録してい

る。 

３．その他にも行事や企画に学校の教育資源を最大限

に活かし、地域交流など充実した活動をしている。教

室貸与を希望する企業に対しては、依頼を積極的に

受け、ニーズに合わせて準備し対応している。 

４．本校の伝統でもあるこれらの活動を、コロナ禍にお

いても継続して取り組んでいくことが課題として挙

げられる。 

１．学科により、保育補助や社会人、主婦と

いった既卒生(高卒生以外)の割合が増え、

社会貢献・地域貢献、ボランティア等の取

り組みに対し、参加率に課題がある。仕事

や家事の都合のため、意欲はあるが一定の

制約がある学生に対し、柔軟な対応が求め

られる。 

２．今後、学生の参加率を高めるために、継

続的に情報収集を行い、学生の実情にあっ

た活動の情報共有を行い、社会的意義のあ

る取り組みへのサポート体制を充実・確立

させていく。 

また、学生の取り組み内容を広報すること

で学校のブランディングにも活用する。 

３．教室貸与について使用定款、貸し出し料

等を見直し、保育に関する機会を保障する。 

１．日本列島クリーン大作戦（G1G2 のみ） 

２．戸山公園（プレーパーク）との連携事業（子育

て広場の代替として） 

３．子育てひろば、新宿区子ども図書館おはなし会

再開に向けて再検討 

４．絵本サークル活動詳細（リアン文京での読み聞

かせ月２回程度）（にじいろ保育園高田馬場西クリ

スマス会参加） 

５．にじいろ保育園高田馬場西７１教室貸出（運動

会） 

 



 

７０ 

 

10-36 （1/2） 

10-36 社会貢献・地域貢献 

 

小項目 チェック項目 評定 現状・具体的な取組等 課   題 課題の改善方策 参照資料 

10-36-1 学校の教

育資源を活用し

た社会貢献・地域

貢献を行ってい

るか 

■産・学・行政・地域等との

連携に関する方針・規程等を

整備しているか 

■企業や行政と連携した教

育プログラムの開発、共同研

究の実績はあるか 

■国の機関からの委託研究

及び雇用促進事業について

積極的に受託しているか 

■学校施設・設備等を地域・

関連業界等・卒業生等に開放

しているか 

■高等学校等が行うキャリ

ア教育等の授業実施に教員

等を派遣するなど積極的に

協力・支援しているか 

□学校の実習施設等を活用

し高等学校の職業教育等の

授業実施に協力・支援してい

るか 

□地域の受講者等を対象と

した「生涯学習講座」を開講

しているか 

■環境問題など重要な社会

問題の解決に貢献するため

の活動を行っているか 

■学生・教職員に対し、重要

な社会問題に対する問題意

識の醸成のための教育、研修

に取組んでいるか 

３ ・初年度の学生が保育現場を実際

に体験する活動である、「保育

現場での活動」の要綱を作成

し、連携法人と協定書を取り交

わしている。また、活動のプロ

グラムを企業・法人等の担当者

と協議し、実施回数や内容およ

びふり返り項目を検討し、実施

している。この仕組みづくりに

より保育業界の人材開発にお

いて貢献している。 

・「見守る保育藤森メソッド」園長

養成プログラムとリスキリン

グプログラム「見守る保育」の

内容、実施形態について検討を

進めている。 

・学園本部が教職員の初任者研修

を実施。また、社会情勢に対し

て常に関心・意識を持てるよう

に教職員の評価項目にも掲げ

ている。 

・感染対策を講じながら、クリー

ン大作戦を実施した。 

・総合子ども学科３年が主になっ

て企画した「夏祭り」「ハロウィ

ン」を実施した。保育園児も参

加し、満足していただけた。 

・社会情勢に応じて、実

施方法や実施内容を

工夫し、できる範囲

で社会貢献および地

域貢献を新たな形

態、方式を試み、実施

していく。 

 

・広報職員と連携し、チ

ャイルド祭に代わる

学生参加型の子ども

向けイベントについ

て企画し、行事計画

を確立していく。 

・戸山公園との連携事

業を推進し、内容や

参加方法を検討して

いく。 

・中学校・高等学校から

の団体の学校見学を

再開し、積極的に受

け入れる。 

・クリーン大作戦につ

いては、形態を工夫

しながら継続してい

く。 

・「見守る保育藤森メソ

ッド」園長養成プロ

グラムとリスキリン

グプログラム「見守

る保育」の実施方法

について確立する。 

 

 



 

７１ 

 

10-36 （2/2） 

小項目 チェック項目 評定 現状・具体的な取組等 課   題 課題の改善方策 参照資料 

10-36-2 国際交流

に取組んでいる

か  

■海外の教育機関との国際

交流の推進に関する方針を

定めているか 

■海外の教育機関と教職員

の人事交流・共同研究等を行

っているか 

□海外の教育機関と留学生

の受入れ、派遣、研修の実施

など交流を行っているか 

□留学生の受入れのため、学
修成果、教育目標を明確化
し、体系的な教育課程の編成
に取組んでいるか 

■海外教育機関との人事交

流、研修の実施など、国際水

準の教育力の確保に向け取

組んでいるか 

■留学生の受入れを促進す

るために学校が行う教育課

程、教育内容・方法等につい

て国内外に積極的に情報発

信を行っているか 

３ ・コロナ禍のため、積極的

な国際交流事業は実施

しづらい現状である。 

・留学生の受け入れは、継

続して行っている。 

・グローバルゼミでは、国

際理解につなげられる

内容を工夫している。 

・国際交流事業は、どの程

度実施可能か、社会情

勢を鑑みながら、模索

する。 

・留学生の入学後の支援

について、教職員間で

共通理解を図る。 

・オンラインの活用など

も視野に入れながら、

国際交流事業推進に向

けて、内容を検討する。 

・留学生一人一人の個別

支援計画の必要性につ

いて検討し、準備を進

める。 

・授業内でも可能な範囲

で国際交流について触

れる。 

 

 

 

中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

専門学校の社会的立場をアピールするために様々な社会貢献活動を展開

している。関係省庁との連携、行政区との協力関係、外郭団体との情報共有、

地域社会への貢献、連携企業とのイベント開催を通じて、学生のより深い学

びへの取り組みを行っている。 

特になし。 

 

 



 

７２ 

 

10-37 （1/1） 

10-37 ボランティア活動 

 

小項目 チェック項目 評定 現状・具体的な取組等 課   題 課題の改善方策 参照資料 

10-37-1 学生のボ

ランティア活動

を奨励し、具体的

な活動支援を行

っているか 

■ボランティア活動など

社会活動について、学校

として積極的に奨励して

いるか 

■活動の窓口の設置な

ど、組織的な支援体制を

整備しているか 

■ボランティアの活動実

績を把握しているか 

■ボランティアの活動結

果を学内で共有している

か 

４ ・本校はボランティア推

進校として、クリーン

大作戦で街の清掃、リ

アン文京イベント手

伝い、地域の保育園と

の交流会等、様々なボ

ランティア活動に学

生が参加している。ま

た、実習個人票、就職

のための履歴書にも

活用している。 

・令和４年度について

は、感染対策を十分に

講じながら、クリーン

大作戦を決行した。さ

らに、学生が中心とな

り、地域の園児を本校

に向け入れ交流を図

った。 

・在校生の属性が、以前

の高校からの新卒で

なく、社会人・主婦が

増えている。家庭の事

情で、休日のボランテ

ィア参加が難しい学

生の比率が増加して

おり、参加学生の確保

が難しくなる可能性

がある。 

・社会情勢に応じなが

ら、より柔軟的にボラ

ンティア活動の促進

につなげる。 

・新宿区子ども図書館読

み聞かせについては、

紙芝居サークルとも

連携しながら、新たな

活動内容を模索する。 

・様々な団体のボランテ

ィア活動について情

報収集する。 

・希望者が任意でも参加

できるよう、さまざま

なボランティアの場

を提供していく。 

・各ボランティアの告知

資料。 

 

 

中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

学校はボランティア活動の意義を踏まえ、創立以来ボランティア推進校の代

表として様々な活動に取り組んできている。 

コロナ禍においても、ボランティア活動の目的を明確にし、従来の精神を可

能な限り引き継いでいく。 

 

 



 

７３ 

 

4 令和 5年度重点目標達成についての自己評価 

令和 5年度重点目標 達成状況 今後の課題 

保育士養成のリーダー校としてさらに魅力度を

増す。 

１，学生募集戦略：集中戦略 

教育の内容がしっかり外発信できているか検証

し、三つの柱がしっかり伝わる広報体制を作る 

２，組織戦略：教学マネジメント体制の整備・強

化 

・教育の質向上を目的とした教務体制の強化 

・デュアル教育に関するルーブリック評価の進

展したバージョン（ICT化も含め）を「保育現場

での活動」で実施 

・タブレット端末を用いた授業検討→R6 に先行

導入へ 

・認定絵本士講座の授業内容の可視化と将来を

見据えた教員の確保 

３，事務局組織 

・令和 4 年度に実行したものを実装化・学校の

資産化へ 

・教務グループ主導による児教専の教育スタイ

ルの可視化 

・入試広報グループによる上記内容の HPやパン

フレットでの可視化 

・就職グループ主導による連携企業先への就職

斡旋数向上 

・学務グループによる管理強化やサポートでの

中退抑止 

むようになる 

 

保育士養成のリーダー校となるべく重点目標に沿

い以下の活動を行った。 

１．学生募集に関しては 3つの柱を打ち出し、広報

活動に努めた。三本柱が本校の特色となっている

ことは学内外でだいぶ浸透してきてはいるが、定

員未達（定員 240名のところ 184名の入学者）と

なっており、教学の魅力の内容や広報活動の在り

方を含め、課題感が残った。 

２、改めて本校の目指す方向性としてビジョン/ミ

ッション/バリューを教職員全員に共有した。浸

透にはまだ時間がかかると思われるが、学校の目

指すべき方向性を改めて明確に示した。 

 教学マネジメントによる教育の質向上としての

成果としては①「担任業務の手引き」の作成②「人

材育成構想図」（カリキュラムマップ）の完成③

「保育実習」における中間振り返りの実施④ルー

ブリック評価のバージョンアップを目指したワ

ーキンググループの発足⑤「保育現場での活動」

におけるステップバイステップ（ふりかえりシス

テム）の全学科実施などがあげられる。各委員会

や実習担当の教職員の協同した成果と言える。 

 

３、事務局組織に関しては、教務グループに関して

はteamsを用いた授業運営の補助や情報共有仕組

みづくりが進んだ。また次年度に向けてハイフレ

ックス授業の準備にも取り組んだ。入試広報グル

ープでは HP のリバイスや SNS 発信の仕組みづく

りが進んだ。就職グループは連携企業先の拡大や

就職フェアの工夫など進展があった。 

・組織改革を図り、教職員全員が「選ばれる学校」

になることを目標に、より与えられた業務をやり

きることが必要。事務部門ではより一層の効率

化、システム化が求められる。また業務の属人化

がまだまだ解消されていないので、再現性を意識

して、マニュアル作りや、手引きの作成が各部署

に必要な状況である。 

 

・教学マネジメントとは教職員一体になった教

育活動のことである。そのためには学生募集のみ

ならず、カリキュラムや授業の在り方なども全教

職員で考えていく必要がある。 

さらに教学マネジメント委員会の活性化を図り、

各委員会が議論闊達に前向きになるような仕組

みづくりが必要である。現在委員会活動がより目

的をはっきりするために議事録のフォーマット

の見直し、決定したこと、決定していないことを

明確にし、会議が冗長なものとならないよう工夫

を行っている。 

 

・時代の変化とともに学内でのトラブルも変容

している（SNS 上のトラブルや学内での暴力事

件などへの学校としての対応）本校として指針と

対応マニュアルを示すことが重要である。対応マ

ニュアルやリスクマネジメント指針を 7 月まで

に作成する予定である。 

 



 

７４ 

 

４，教員組織 

令和 4 年度に任命実行したものを学校の資産化

へ 

・学生募集・教学マネジメントに関し教職員の協

働が進む 

・産学連携の深化・互いの信頼関係が進み提案し

あえる関係になる 

授業外の業務に関して教員も積極的に取り組む

ようになる 

５，附帯教育 

・現任の保育士に対するリカレント教育を現在

の人員でできる範囲で実施 

４、教員組織に関しては、職員との共同の「チーム

担任制」が実施され、学生支援に対しより前向き

な動きを取ることができた。教学マネジメントを

通して、委員会を横断し議論が行われ「担任業務

の手引き」「人材育成構想図」などの成果につなが

った。 

５，付帯教育に関して今年度は体制面での点から見

送った。 

 

 


